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第１回 中央環境審議会総合政策部会と各種団体との意見交換会 

 

令和５年１０月３０日（月）１２：００～１４：４９ 

環境省第１会議室 （Ｗｅｂ会議システム併用） 

 

議 事 次 第 

１．開 会 

２．意見交換 

  （１）第一部 

国立研究開発法人国立環境研究所 

         森口 祐一 理事（研究担当） 

     日本気候リーダーズ・パートナーシップ 

         三宅  香 共同代表 

     独立行政法人国際協力機構 

         宮崎 明博 地球環境部次長 兼 環境管理・気候変動対策グループ長 

     栃木県庁 

         野中 寿一 環境森林部参事 

  （２）第二部 

公益社団法人全国都市清掃会議 

         金澤 貞幸 専務理事 

     公益社団法人全国産業資源循環連合会 

         室石 泰弘 専務理事 

     公益社団法人日本水環境学会 

         池  道彦 会長 

     一般社団法人日本林業協会 

         島田 泰助 会長 

３．閉 会 

 

 

 



- 2 - 

 

配 付 資 料 一 覧 

【資料】 

 資料１   「国立研究開発法人国立環境研究所」発表資料 

 資料２   「日本気候リーダーズ・パートナーシップ」発表資料 

 資料３   「独立行政法人国際協力機構」発表資料 

 資料４   「栃木県庁」発表資料 

 資料５   「公益社団法人全国都市清掃会議」発表資料 

 資料６   「公益社団法人全国産業資源循環連合会」発表資料 

 資料７   「公益社団法人日本水環境学会」発表資料 

 資料８   「一般社団法人日本林業協会」発表資料 

 

【参考資料】 

 参考資料１ 中央環境審議会総合政策部会名簿 

 参考資料２ 第六次環境基本計画に向けた中間取りまとめ 
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午後０時００分 開会 

○東岡計画官 それでは定刻になりましたので、ただいまから第1回中央環境審議会総合政策

部会と各種団体との意見交換会を開催させていただきます。 

 本日の会議は、中央環境審議会の運営方針に基づき、公開とさせていただいておりますので、

環境省公式動画チャンネルのサブチャンネルでライブ配信を行っております。 

 本日はWeb会議システムとのハイブリッド開催とさせていただいております。Webよりご参加

の委員におきましては、各自発言時のみ、ライブカメラの映像とマイク機能をオンにしていた

だきますようお願いいたします。また、会場の声が聞こえにくいなどございましたらチャット

機能でお知らせください。 

 会議資料につきましては、議事次第の下のところに「配付資料一覧」がございますので、ご

確認いただきまして、もし不足している資料等がございましたら、事務局までお申しつけくだ

さい。なお、参考資料につきましては、これまでも配付させていただいた資料でございますの

で、会議のときに参考までにご覧いただけるよう紙ファイルにとじさせていただいております。

こちらは本意見交換会終了後、委員の先生におきましては回収させていただきますので、次回

以降の会議にも活用させていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 また、傍聴される方につきましては、本日の資料を環境省ホームページの報道発表資料にア

ップロードしておりますので、そちらからご覧いただいて、ペーパーレス化に何とぞご理解、

ご協力をいただきますようお願いいたします。 

 本日は、議事次第に記載しておりますとおり、八つの団体の方からご意見を発表いただきま

す。本日の発表は、まず前半の4団体からそれぞれ7分程度でご意見を発表いただいた後、質疑

応答を4団体まとめて40分程度で行います。その後、休憩を挟みまして、後半の4団体で入替え

を行いまして、同様の意見交換をさせていただきます。 

 進行につきましては、時間の限りがあり円滑に進行を管理する観点から、団体からのご意見

の説明開始から6分が経過した時点でベルを1回鳴らさせていただきますので、残り1分以内で

ご説明をまとめていただきますようお願いいたします。7分が経過した時点でベルを2回鳴らし

ますので、速やかにご説明を終了していただきますようご協力をお願いいたします。また、委

員におかれましては、団体からの説明に対する質問・確認に限り、簡潔にご質問いただきます

ようご協力をお願いいたします。多数の委員から質問が出る場合もございますので、団体当た

りの質問数について、円滑な進行のため、各位におかれてはご配慮いただけると幸いでござい

ます。 



- 4 - 

 

質疑応答は、委員の皆様から一通りご質問をお聞きした後に、発表団体にまとめてお答え

いただく形式とさせていただきますので、あらかじめご了承願います。 

 それでは、今回の進行は高村部会長にお願いいたします。 

○高村部会長 皆様、どうもお集まりいただきありがとうございます。 

 議事に入ってまいります。 

 中央環境審議会では、現在、第五次環境基本計画を見直し、第六次環境基本計画の策定に向

けて審議を進めているところです。この審議に際しまして、様々な団体等からご意見をお伺い

し、今後、この審議の参考としたいというふうに考えまして、意見交換会を開催することにい

たしました。 

 本日お伺いするご意見は、今日も総合政策部会のメンバーの委員の皆様、ご参加いただいて

おりますけれども、総合政策部会に報告をし、今後、第六次の環境基本計画策定に向けて活用

させていただきたいと考えております。 

 それでは、先ほどご説明がありましたように、前半でありますけれども、四つの団体、国立

研究開発法人国立環境研究所、日本気候リーダーズ・パートナーシップ、独立行政法人国際協

力機構、そして栃木県庁の順番に、環境保全等への取組状況、そして新しい第六次環境基本計

画策定に向けてのご意見を7分でいただきたいというふうに思っております。先ほど事務局か

らも説明がありましたけれども、大変恐縮ですけれども、ご説明開始後、6分経過した時点で

ベルを1回鳴らしますので、残りの時間でご説明をまとめていただければというふうに思いま

す。7分経過しますと2回鳴りますので、終了していただくようご協力をお願いしたいと思いま

す。 

 それでは、初めに、国立研究開発法人国立環境研究所の森口祐一理事からお願いしたいと思

います。 

 森口さん、よろしくお願いいたします。 

○森口理事 ありがとうございます。国立環境研究所、研究担当理事の森口でございます。本

日はこのような機会をいただきましてありがとうございます。 

 弊所の現況についてご説明するとともに、環境研究の立場から環境基本計画の改定について

意見を述べさせていただきます。 

 弊所は国立環境研究所法に基づき設置され、環境保全に関する調査研究のほか、環境情報の

収集、整理、提供に関する業務を設立当初から担い、さらには2018年制定の気候変動適応法に

規定する業務が加わりました。理、工、農など、理系が主でありますけれども、一部社会科学
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系の研究者もおり、契約職員を含め、職員総勢、約900名でございます。予算は、交付金約165

億に外部競争的資金など受託収入を加えると、年間約210億円で運用しております。 

 表紙にもロゴマークを記しましたけれども、環境省発足3年後の1974年、国立公害研究所と

いう名称で設立されて以来、来年3月で設立50周年を迎えます。地球環境問題への関心の高ま

り等に呼応して国立環境研究所と改称したのが1990年、環境基本法制定の3年前でした。2001

年1月に環境庁が環境省となり、廃棄物行政の厚生省からの移管に伴い、廃棄物の研究部門が

発足しました。省庁再編の3か月後の2001年4月に独立行政法人、2015年からは国立研究開発法

人となっております。 

 法人化以降は、5年ごとの中長期計画に基づいて業務を実施しており、その達成状況を評価

する国立研究開発法人審議会では、本部会委員の中村先生に会長を務めていただいております。

第4期には福島支部、琵琶湖分室を開設し、さらに気候変動適応センターを開設するなど、組

織が拡充されました。現在、第5期の計画の3年目で、そろそろ私どもも次の第6期の計画策定

を意識しているところでございます。 

 次、お願いします。第5期計画の理念をこちらにまとめております。地球規模の持続可能性

と地域の環境・社会・経済の統合的向上との両立に貢献すべく、分野横断的な研究を進めてお

ります。政策ニーズ、社会ニーズを先読みした創造性・先端性を持つ研究とともに、50年近い

歴史で培ってきた基盤、基礎的な研究も重視しております。これにより、脱炭素化・SDGsの達

成に向けて、環境政策を下支えする科学的知見を提示し、環境分野の科学のリーダーシップを

発揮するとともに、災害をはじめ、社会的な要請の強い課題にも対応してきております。環境

研究と社会・地域の関係を進化させるべく、連携推進のための組織も拡充しております。 

 次、お願いいたします。こちらが第5期の研究業務の構成図で、8分野の基礎・基盤的取組の

柱が支える形で、気候変動関係の4プログラムをはじめ、8つの戦略的研究プログラムを実施し

ております。また、二大事業と呼んでおりますけれども、温室効果ガス観測衛星GOSAT、全国

10万組の親子を対象としたエコチル調査は、中長期計画期間をはるかに超える長期間にわたっ

て実施する事業です。気候変動適応に関する技術的援助や環境情報関係の実務も担っているこ

とはさきに触れたとおりでございます。 

 次、お願いします。こちらは8本柱、研究分野ごとの研究のイメージを示したもので、左上

の写真は日本の西の端、沖縄県波照間島の観測所ですけれども、地球環境モニタリングですと

か、遺伝資源の保存・提供といった知的研究基盤は、組織的・長期的な取組が必要であります。

国立研究開発法人の強みとして、高く評価いただいております。 
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 そうした地道な取組とともに、政策により直結した場での貢献の例がこちらでございます。

一昨年から昨年にかけて取りまとめられたIPCC第6次評価報告書では、三つの作業部会全てに

リードオーサー等の形で貢献し、その内容を分かりやすく解説した動画を公式YouTubeチャン

ネルから提供しております。 

 生物多様性分野でも国家戦略策定に貢献しているほか、30by30に向け、ちょうど先週、弊所

の緑地も自然共生サイトの認定証をいただきました。 

 さて、こうした弊所の取組と本題の第六次環境基本計画の関係についてですけれども、計画

の中間取りまとめで提示された「環境を軸とした環境・経済・社会の統合的向上」には、全体

を俯瞰した総合的な環境研究を通じた本質的なニーズの客観的な提示か不可欠であり、この点、

私どもが現在進めております第5期中長期計画の方向性と軌を一にしていると考えております。 

 中間取りまとめの一部をここに抜粋しておりますけれども、弊所の第5期計画では、地球規

模の課題、国内の地域の課題の両方を意識し、政策・社会ニーズを先読みした研究、さらに、

環境研究と社会・地域との関係の進化といったフレーズを既に明記しております。 

 加えて、温室効果ガス排出ゼロを目指す、2050年までの年限を考えますと、スピード感、そ

れからスケール感を持った科学技術の社会実装が求められ、そこでは改めて、科学、研究が貢

献すべき現在及び将来の本質的なニーズは何かが問われます。我々も、それを受け身で捉えて

研究を行うのではなく、研究に求められる将来のニーズとは何かを強く意識することが重要と

考えております。 

 サステナビリティの実践・社会実装を支えるサイエンスという点では、気候変動、循環型社

会、生物多様性の三つの重要課題にまたがる課題を強化しつつ、地域での実践への貢献もさら

に進めたいと考えております。 

 それとともに、環境庁あるいは弊所の設置から約半世紀にわたって国民の安全・安心を支え

てきたサイエンス、すなわち基礎研究やモニタリング、長期のデータの蓄積など、基礎・基盤

的な取組を継承し、新たな環境汚染問題に対応する力も蓄え続けることが重要と考えておりま

す。無論、そうした過去からの蓄積に加え、DXはじめ、新技術の活用は、環境問題における国

民のニーズに応え、研究成果を社会に実装する上での重要な鍵と考えております。 

 現在、2026年度からの次期中長期計画に重点的に取り組む研究課題やビジョンの提示に向け

て大胆な議論を行っております。その一例として、DXを意識して環境データを蓄積し、ユーザ

ーのニーズに応じた解析ツールを提供する環境データ先端研究拠点、これはあくまで仮称でご

ざいますけれども、その構想についても議論を進めております。 
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 これは最後のスライドですが、今後ますます複雑化・複合化する環境問題に、世界に先駆け

て果敢に取り組む環境研究所のあるべき姿を見据え、つくば本講の研究施設の再整備に着手し

ているところでございます。 

 お時間をいただきましてありがとうございました。 

○高村部会長 時間を十分に、本当に守っていただきましてありがとうございます。 

 それでは、続きまして、日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）の三宅香共同代表

からお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○三宅共同代表 ありがとうございます。JCLPの共同代表をしております三宅と申します。よ

ろしくお願いいたします。 

 まず、JCLP、日本気候リーダーズ・パートナーシップのご紹介からしたいと思います。会員

企業のロゴが描いてありますが、このような企業が約250社集って活動しております。気候変

動への危機感を共有し、自ら行動するとともに、政府を応援するというのがJCLPのコンセプト

です。 

 次のページは、JCLPの歩みでございます。2009年に設立されておりますが、会員数の伸びは、

2017年のCOP23ぐらいから、つまり、日本でもパリ協定等の事業体への影響が少しずつグロー

バルでも議論になりつつあった頃から非常に急激な伸びをしております。並行して、JCLPでは、

2030年に温室効果ガス50%以上削減、2030年に再エネ比率50％といった政策提言を時々に出し

ております。 

 会員企業の電力消費量の合計は約79TWh、これは日本の最終電力消費量との比較では8.6％と

なり、かなり大きな規模だと認識をしております。 

 次のページ、お願いします。これまでの主な活動でございます。日本の産業界がどう考えて

いるのかということをグローバルに発信したり、実際にCOPに行って、グローバルの情報を企

業としても一義的に取りに行く、こういった活動をしております。 

 次のページをお願いします。情報を収集した上で、我々日本の企業としてどうあるべきなの

か、日本の政策に対して様々な提言を行ってきたり、国会議員の皆さんと一緒に考えていく場

をつくったりですとか、そういった活動をしております。 

 次のページをお願いします。もちろん、今、気候危機が大変危機的状況であって、残された

時間が少ないということは、ここで申し上げるまでもないと思いますけれども、あと7年分ぐ

らいしかカーボンバジェットが残っていないというような、こういった科学的知見も、企業側

としても積極的に理解して、それを共有しております。 
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 次のページを見ていただきますと、じゃあ、どうするべきなのかということで、事業側とし

ては、シグナルを出す取り組みを行っています。再エネ100％を目指す大企業のイニシアチブ

であるRE100は国際的なイニシアチブでございますが、ご承知の方もたくさんいらっしゃると

思います。世界で今419社が参加しているそうなのですが、その中で83社が日本の企業という

ことで、アメリカの97社に次いで日本はRE100に手を挙げている企業が多い状況です。1割弱の

電力消費量を有する企業が、日本で再エネ100％をすると宣言している訳です。その横を見て

いただきますと中小企業も再エネを使いたいと手を挙げている状況です。バリューチェーンを

通して、様々なレベルで企業が再エネを買いたいという需要シグナルを出しているという状況

でございます。 

 一方で、次のページを見ていただきますと、日本は他国と比べて、再エネを買いたいのに買

えない。実際に需要はあるけれども、供給量が足りていないというのが現状です。再生可能エ

ネルギーの目標も他国と比べると引き上がっていない、こんな中で我々企業はどうすべきなの

かと、買いたいのに買えないというのが今の状況でございます。 

 次のページを見ていただきますと、ここにありますとおり、何で再エネ、再エネと言ってい

るかというと、エネルギーコストに直結をするからです。事業にとってエネルギーコストとい

うのは非常に大切なものでございます。再エネは今や世界では、最安値の競争力のある電源に

今なってきているという事実があるにもかかわらず、日本では、先ほど来から申し上げている

とおり買いたくても買えない、十分な量がないという状態です。それは、ひいては、日本とい

う国の産業立地競争力に直接影響が出るということで、事業をやっている人間としては、ゆゆ

しき状況だと考えております。 

 最後のページになります。今回の基本計画書の見直しに対して、我々企業群からの要望事項

を三つ上げております。一つ目は、原案にも記載されておりますし、言わずもがなですが、こ

れは企業としてもそうなのですけれども、自然資本は国民一人一人のWell-beingの基盤です。

対策による便益が非常に大きいということは、言われているとおりではございますが、対策を

行わなかった場合の不利益・損失リスクに関しても明記をいただきたい、共有をいただきたい

と思います。 

二つ目、緊急性について、改めて申し上げます。企業競争力の観点においても危機的な状

況だと我々事業側は思っているということを、認識を共有していただきたいと思います。対策

のスピードが大切であり、科学的知見にのっとって、最も早い方法でたどり着くにはどうした

らいいかということをぜひ検討いただきたい。その観点において、再エネは非常に有効な方策
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であり、日本のエネルギー転換は、国の産業立地競争力や企業の競争力に直結する問題である

ということを認識いただきたい。 

3番目はシステムチェンジについてです。みんなで取り組むには段階的な義務化が必要であ

るということもぜひ共有いただきたいと思います。 

以上になります。 

○高村部会長 ありがとうございました。 

 それでは続きまして、独立行政法人国際協力機構の宮崎明博地球環境部次長からお話をいた

だきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○宮崎地球環境部次長 よろしくお願いします。ご紹介にあずかりましたJICAの宮崎と申しま

す。枚数が多いので、さくさくとページ変更させていただきますので、よろしくお願いします。 

 次の次のページをお願いします。我々JICAは、途上国での協力が主体なもので、幅広く様々

な分野でやっておりますが、その中でも、我々は課題に向けた支援ということで、四つのPと

いうことで大きく分けて、その中でも、今回の会合で非常に重要となっている一つ大事なPと

してはPlanetがあり、その中で、気候変動、自然環境保全と環境管理について述べております

ので、そこを主体的に、簡単にご説明させていただきたいと思います。 

 次、お願いします。次の次でいいです。気候変動をまずご説明いたします。気候変動対策、

これは単に一つのセクターということではなくて、全社的に、気候変動対策に我々は戦略的に

取り組もうとしております。二つ大きな柱がございまして、一つは「パリ協定の実施促進」と

いうことで、これはどちらかといいますと技術協力、ソフト的な支援になります。もう一つが、

コベネフィット型の気候変動対策ということで、開発のメリットとともに、気候変動のベネフ

ィットを一緒に途上国の皆さんに提供していこうというものです。それも、単に提供するだけ

ではなくて、しっかりと適応策、緩和策を柱にしながら、如何にシナジーの効果を最大化し、

トレードオフの分野も一部ありますので、それを如何に最小化するかの取組を進めていきたい

と考えております。 

 次、お願いします。次のページが実績的なところを書かせていただいております。去年2022

年においては非常に組織的にも尽力して、気候資金という文脈においては1兆円を超え、人材

育成においても3,000名を大きく超えるということで、組織的にも尽力の表れが出てきている

状況なのかと考えております。 

 次、お願いします。次が自然環境保全になります。 

 次ページでお願いします。こちら、自然環境保全ですけども、こちらは問題解決に向けた、
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四つの取組をご説明を差し上げております。やはり、途上国での支援の中で非常に大事になっ

てくるのは、科学的な情報をしっかりと持っている、そして、それが政策的な課題に対してし

っかりとアラインできる。ただ、それだけではなくて、現地の状況に合った実証・モデル化を

行って、それを如何にスケールアップしていくかということが非常に大きな取組として、課題

に対して取り組んでいるということでございます。 

 一部、例を挙げておりますが、その次のページ、9ページ目になりますが、見ていただいて

もお分かりのとおり、36か国37件のプロジェクトを実施しております。熱帯雨林の位置する地

域から、一部乾燥しているところもあると思いますが、国だけではなくて地域の取組も進める

ことで、気候変動も意識した森林、森から世界を変えるということで、JICAは取り組んでおり

ます。 

 次、お願いします。次が環境管理になります。我々は、環境管理といってもなかなか分かり

にくいので、―JICAクリーン・シティ・イニシアティブ―として、如何に街をきれいにするか

といった取組を進めております。 

 ちょっとページが見えないですけども、ページ数としては11ページをお願いします。こちら

は、日本のこれまでの経験をしっかりと生かして、途上国の街、特に都市部を如何にきれいに

していくかという観点で、廃棄物、そして大気汚染と水質汚濁に対してタックルしていこうと

いうことで、これらの問題は、単に地域だけの問題ではなく、やはり地球規模の問題・課題に

対してもしっかりとアラインしながら、タックルし、これらは特に環境省の皆様とも手を組み

ながら、また、ご指導いただきながら進めさせていただいている分野かと理解しております。 

 そして、12ページのほうに、戦略的なパートナーとの連携ということで、我々だけでできる

ことというのはかなり限られておりますので、しっかりと仲間を増やしながらスケールアップ

をしていきたいと思っております。 

 13ページ目、14ページ目になりますが、特に我々が今、力を入れているのは廃棄物でござい

まして、ダッカの例を書かせていただいております。簡単に、数年で結果が出るということで

はなくて、やはり10年、20年をかけてしっかり行動変容を促すような形で、我々は活動を行っ

てきております。 

 そして、16ページにACCPという、環境省の皆さんとも一緒にやらせていただいているんです

が、単に国の枠だけではなくて、ここはやはり地域の連携を生かして、効果的ないしは効率的

に活動を行っていくために、本事業を進めさせていただいておりますが、最初は非常に小さく

始めたんですけが、今は46か国、168都市が参加し、大規模な形で今、活動を進めることにな



- 11 - 

 

っております。 

 最後になります。ご意見というよりかはお願いということだと思っております。まず、こち

らを進めるに当たって、様々な文章も読ませていただいたんですが、まず、最初、気候変動の

文脈においては、途上国においてはロス＆ダメージの意識が非常に強うございますので、やは

り、途上国と共に戦う姿勢というのが非常に大事かと思っております。そういう意味において、

我々もコベネフィット型気候変動対策を示しておりますが、やはり一緒に進むというところを

前面に出していただけるとありがたいと思っております。 

 2点目は、リーダーシップのところでございます。国際的なルールということで、今もプラ

スチック関係では非常に前に進めていただいていると認識しておりますが、やはりこういった

計画づくり、政策と我々の実地部隊が一緒に取り組むことによって、より相乗的な効果が出る

と思っておりますので、ぜひとも協働していただきたいということ。最後に、やはり国際協調、

連携といっても、開発ニーズに合ったことに対応することが非常に大事なので、単にこちらが

やりたいからということだけではなくて、しっかりと現地のニーズに合わせて、我々が執り進

めるJICAのクリーン・シティ・イニシアティブや、環境省さんが進めるC2P2と連携しながら、

前に進めさせていただきたいなと思っております。 

以上となります。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 ロジスティックなご説明ですけれども、あちらのモニターには資料が投影されていませんけ

れども、YouTube配信でも、それからオンラインで参加をされている皆さんにも見えています

ので、会場の方は申し訳ありませんが紙のほうをご覧いただければと思います。ありがとうご

ざいました。 

 それでは続きまして、栃木県庁の野中寿一環境森林部参事からご報告をお願いできればと思

います。よろしくお願いいたします。 

○野中環境森林部参事 栃木県の野中でございます。どうぞよろしくお願いします。 

本県は、2050年カーボンニュートラルの実現を県政重要課題の一つに掲げております。本

日は、取組の一部になりますが、ご紹介をさせていただきたいと思います。 

 1ページをお願いします。こちらは栃木の2100年の姿をマップ化したものでございます。特

に、県南地区では最高気温が40度を超えるなど、熱中症患者のさらなる増加や農産物などへの

影響が懸念されるところでございます。 

 2ページをお願いいたします。栃木県環境基本計画では、基本目標の一番目を脱炭素社会の
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構築、気候変動への適応といたしまして、重点プロジェクトにロードマップの策定を掲げてお

ります。 

 3ページをお願いいたします。ロードマップは令和4年3月に策定をいたしました。2030年度

のCO2削減目標は、2013年度比マイナス50％でございまして、削減のイメージは図に示したと

おりでございます。 

 4ページをお願いいたします。こちらは産業分野の取組の一例でございます。時間の関係で

詳細な説明は省略させていただきますが、上のシートにございます1のとおり、現状分析や課

題の抽出を行いまして、下のシート、目標の達成に向けた取組や行程をお示ししております。

これを分野ごとに作成しております。 

 5ページをお願いいたします。ロードマップの策定に当たりまして、庁内をはじめ、産業界、

経済界などから様々なご意見を伺ってまいりました。今回策定したロードマップは、未熟な内

容ではありますけども、大変高い目標であることは共有できたのではないかと思っているとこ

ろでございます。 

 6ページをお願いいたします。続いて、アクションプランについて簡単にお話をさせていた

だきます。アクションプランはロードマップの取組を牽引する2030年度までの実行計画でござ

います。 

 7ページをお願いいたします。（1）のグリーン成長産業創出は、国のグリーン成長戦略で示

されました電気自動車、次世代太陽電池、水素など、14分野を中心に支援していくものでござ

います。 

 （2）の再生可能エネルギーMAXは、2030年度までに設備容量で420万kWの導入を目指しまし

て、住宅や工場、事業場における太陽光発電設備の設置を支援しているところでございます。 

 8ページをお願いいたします。（3）の脱炭素先行地域創出では、国の脱炭素先行地域、これ

を4か所選定、さらに、25市町全ての取組着手を目指しております。なお、図の右側にござい

ますとおり、既に宇都宮市、那須塩原市、日光市の3市が先行地域に選定されております。 

 （4）のとちぎ県庁ゼロカーボンは、率先垂範といたしまして、2030年度までに県庁のCO2排

出量80％削減を目標にいたしまして、照明のLED化、太陽光発電設備の導入、公用車のEV化な

どを計画的に進めているところでございます。 

 9ページをお願いいたします。推進体制でございますが、とちぎカーボンニュートラル実現

会議、これが本県の推進母体となってございます。また、ロードマップ評価検証委員会が外部

の評価機関でございます。本格的な検証作業はこれからでございますけども、今後いただく意
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見、提言を基に、計画や事業の見直し、改善を行っていく予定でございます。大変駆け足の説

明になりましたが、本県の取組については以上でございます。 

 最後に10ページをお願いいたします。第六次環境基本計画について2点ほど申し上げさせて

いただきます。1点目は、私たちは気候変動対策や人口減少・高齢化による人材不足など、喫

緊の課題に直面しております。「政府・市場・国民の共進化」に向けまして、こうした諸課題

に立ち向かっていくんだという力強いメッセージを発信していただきたいと思います。 

 2点目は、生産性の高い産業は都市部に集中し、地方の所得・人口は流出傾向にあります。

また、本県ではEVシフトによる大手工場の撤退などが大きな問題となっております。「環境・

経済・社会の統合的向上」について、具体的な方向性をお示しいただければ幸いでございます。 

説明は以上でございます。ありがとうございました。 

○高村部会長 どうもありがとうございました。報告者の皆様のご協力で、ほぼ順調に進んで

おります。 

 ただいまいただきました四つの団体からのご説明につきまして、これからご質問をいただこ

うと思います。会場参加の皆様は、ご存じのとおり、目の前の名札を立ててお知らせいただけ

ればと思います。Web参加の委員は、手挙げ機能を使っていただけると大変助かります。もし

手挙げ機能がうまく機能しない場合には、チャットでご発言のご希望をお知らせいただければ

と思います。 

 なお、委員の皆様に対して大変恐縮ですけれども、本日はご報告をいただいた団体からのご

意見を伺うということを目的としております。委員の方からご意見をいただくよりは、むしろ、

ご発表団体から多くの情報を引き出していただくご質問をお願いしたいというふうに思ってお

ります。できるだけ多くのご質問をいただきたいというふうに思っておりますので、1団体当

たりのご質問数もそうですけれども、簡潔なご質問をお願いできればというふうに思っており

ます。一通り質問を集約した後に、それぞれの団体からご回答をいただくというふうにさせて

いただこうと思います。 

 それでは、ご質問希望の委員の方は手を挙げてお知らせいただければと思います。あるいは

ネームプレートを上げてお知らせいただければと思います。ありがとうございます。 

 それでは、有村委員からお願いできればと思います。 

○有村委員 委員を務めております早稲田大学の有村です。ありがとうございます。簡潔な説

明ということで。何分ぐらいですかね。 

○高村部会長 できるだけ短く。 
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○有村委員 できるだけ短く、はい、すみません。 

まず、最初に、国立環境研究所の森口先生に質問です。環境研究をずっとリードされてこ

られて、国際的な研究をかなりされていると思うのですけれども、国際的な視点から見て、今

回の計画に関して、何かこういったところが抜けているとか、不足しているところがあるとか

いうようなことがあれば教えていただきたいというふうに思っております。 

 それから、2番目のJCLPの三宅様には、非常にスピード感が足りないというような話があっ

たのが印象的でした。今、私はフランスに滞在しておりまして、風力発電をいっぱい鉄道から

見て、確かに大分差があるなというのは非常に感じているところです。特に私もやってきたカ

ーボンプライシングに関して報告書の発表の中で書かれていまして、これをもっと義務的にす

べきだというところがありました。それに関してですけれども、やはり、スピード感が足りな

いというのは、カーボンプライシングに関してでしょうか。ほかの施策でも、もし何かスピー

ド感が必要だといったようなところに関してあれば教えていただきたいと思います。 

 それから、宇都宮市に関しまして、既にトランジションのようなことが起きていて、それが

大きな課題になってきているんだというようなお話だったのがとても印象的でした。例えば栃

木県内の中でもそういった、ある種のトランジション、中心地域である宇都宮市への人口的な

集中みたいなものが起きていて、その中で何かそういったことが、地域の中でも起きているの

かどうかということに関しても、ちょっと質問をさせていただきたいなと思いました。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、田中里沙委員、お願いいたします。 

○田中委員 田中です。よろしくお願いいたします。 

 まず三宅様に伺わせてください。再エネ関連で特に多様なパートナーシップを組まれている

ということで事例をいただきました。今回はパートナーシップを重要視している中で、異業種

がたくさんそろった上での皆さんの課題感も違うところ、うまくいくための工夫や、これまで

の手応え的なご実績がありましたら、少し具体的に教えていただければと思います。 

 もう一件は栃木県様で、こちらも共進化ということのメッセージを当会からも出していくと

ところですけれども、特に共進化を促すところで、やはり人材の問題は大きいところです。人

材不足ということも課題に書いていただいていますので、特に県、地元の観点から、人材の面

で、大きな課題の面で、何かこういうことがあればというふうな提案や視点がありましたら教

えてください。 

以上、よろしくお願いいたします。 
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○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、ごめんなさい、お願いします。申し訳ありません。 

 豊岡委員です。すみません、失礼しました。 

○豊岡委員 ありがとうございます。 

 日本気候リーダーズ・パートナーシップさんにお伺いしたいんですが、再エネが、日本では

非常に企業が野心的に表明をされているということで、2位であるということも伺って、一方、

導入量としては見劣りがするということ、絶対量が足りないということをお伺いして、同感な

んですけれども、それを、導入が遅れている理由を何だと考えられているのかということを教

えていただきたい。それと、どうすれば再エネがもっと日本の中で進むのかというところにご

意見があれば教えていただきたいと思います。それと、今度、段階的な義務化が必要というと

ころ、これも同感なんですけれども、義務化の中身ですね、どんなものが必要と思われている

かというところを教えていただきたいと思います。ありがとうございます。 

 それと、栃木県さんは非常に野心的な、ものすごい、2030年で50％という超絶大きな目標を

立てられて、具体案も、非常に細かく予算措置もされていると思っていますけれども、そして、

脱炭素先行地域などにも取り組むということなんですけれども、気になるのが、家庭の割合が

非常に高くてZEH、ZEB、太陽光の予算の措置とかもされてはいるんですけれども、これが本当

にこの予算でというと申し訳ないんですけれども、達成が2030年でマイナス70％ですかね、で

きるのかというような見通しとか、何か、そういう予算だけではなく特別な何かをされている

のかというところを、私たちも非常に悩んでおりますので、教えていただきたいと思います。

先行地域で家庭が取り残されてしまうということをよく聞きますし、そういうところで地方は

どのように、経済もなかなか地方は立ち行かない中で、個人の負担というものをどのようにし

ていくのかというところを、ご意見があったら教えていただきたい。 

以上です。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、石田委員、お願いいたします。 

○石田委員 石田です。 

 今回の報告では、あまり第六次環境基本計画に関する要望が各団体とも書かれていないと思

います。恐らくこのヒアリングの目的は、具体的に今回の第六次環境基本計画が十分であるか

というのをお聞きすることだと思います。ということは、この第六次環境基本計画に記載して

ほしい具体的な内容が不足している、この点をもっとこう書いてほしいということがあれば、
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それぞれの団体から教えていただきたいと思います。 

以上です。 

○高村部会長 ありがとうございます。第六次環境基本計画について、もしさらに踏み込んで

ご発言があればお願いしたいと思います。 

 それでは、井田委員、お願いいたします。 

○井田委員 ありがとうございます。井田と申します。 

 三宅さんは、多分、最後のところが時間なくなっちゃったと思って、システムチェンジのと

ころとか、ちょっと時間がなくなったかなと思って、私も、トランスフォーマティブチェンジ

とちゃんと書けと言った人間として、おっしゃるとおりなんですけども、今、豊岡さんの質問

とも重なるんですけども、具体的に、もうちょっと、どういうことを、豊岡さんとか石田さん

の質問と重なるんですけども、それを、トランスフォーマティブチェンジ、システムチェンジ

を起こすための政策としてどういうようなことが必要かという、どのようなことを計画に書け

ばいいのかというのをもうちょっと詳しく伺いたいというのが三宅さんへの質問です。 

 あと、森口さんと宮崎さんへの質問なんですが、読んでいて自分でもちょっと足りないなと

思うのが、Climate SecurityとかEnvironmental Securityの記述がちょっとまだ今の案の中

に少ないかなというふうに思っておりまして、研究者としてと、現場にいらっしゃる方として、

気候難民の話もあり、そこら辺、Climate Security、環境セキュリティということに関する

お考えと、これもダブりますけども、基本計画にどういうふうに書くべきかというご意見があ

れば伺いたいというのがお二方への質問です。 

 あと、野中さんなんですが、これ、期待の二つ目というのが、地方がいろいろ苦労していら

っしゃいますということで、具体的政策というのをもう少し具体的にご提案いただければとい

うふうに思っておりまして、これはやっぱり公正な移行の支援とか、そういうことなんでしょ

うか。 

以上、4人の方への質問でございます。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは続いて、河口委員、お願いいたします。 

○河口委員 ありがとうございます。短時間でまとめたご説明ありがとうございました。 

 それで、環境基本計画に対しての要望を言っていただきたいというのは石田委員等と同じで

すので、ぜひそこをお立場から言っていただきたいなというところと、あと個別になんですけ

れども、森口理事には、最後のページに、将来的にデータベースをつくりたいよと、これは具
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体的な計画があるんですかねというところ。やはり、こういうちゃんとしたものがないと、や

っぱりグリーンウォッシュとかいうところにどんどんはまっていくので、ここを頼ればいいや

というものができるというのは非常に心強いと思いますので、計画案が具体化されていたら教

えていただきたいというところです。 

 三宅共同代表には、同じ、やはり具体的に、国の政策とか、何をすれば進むんだということ

と、また、企業はかなり入っているとはいえ、まだ全然入っていない会社さんもたくさんある

わけですので、そちらにどういう働きかけをしていけばいいのかということと、これって企業

がやるだけではなくて、国民全体がどうそれに影響されて動くかなというところも重要だと思

いますので、製品サービスの分野であると思うんですが、何らかのそういう提案というのをや

られていくご予定があるのかというところをお願いしたいと思います。 

 JICAさんには、廃棄物処理、これはグローバルに進めておられるということで、この間たま

たまモーリシャスに行くことがあって、もう全然廃棄物処理の仕組みがなくて、ひどいもんだ

と、海は汚れまくっているということがありましたので、これはぜひ進めていただきたいなと

いうのと、国によって中身は違うと思うんですが、これを、いろいろな発電だとかリサイクル

だとかという、もうちょっと次の段階に、どのように利用されているのかなということについ

てもお伺いしたいなと思います。 

 あと、栃木県さんなんですけれども、非常に野心的な説明というのはあったんですが、3ペ

ージ目を見ますと、栃木県というと、よく行くんですけれども、森というイメージがあるんで

すが、3ページ目のロードマップのところで吸収源の森が減るということになっていて、逆に

生物多様性とかを絡めると、ここを強くするところが栃木県さんの強みではないかなと思うの

ですが、その辺り、この森林と、あと生物多様性と絡めたトータルな政策があればお伺いした

いと思います。ありがとうございます。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 堅達委員、お願いいたします。 

○堅達委員 各団体の皆様、ありがとうございました。 

 私はちょっとJICAにご質問があります。国際社会におけるリーダーシップというのをこれか

ら日本が発揮していけるかどうか、ロスダメ（ロス＆ダメージ）が非常に問われることになっ

ているときに、途上国から特にリスペクトされる環境先進国の日本であるべきであるし、その

ことがちゃんと基本計画にも盛り込まれていかなきゃいけないと思うんですが、JICAさん、今

日ご説明にはなかったんですけれども、例えばバングラデシュのマタバリの超々臨界圧の石炭
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火力発電事業にいまだに支援をしておられるとか、こういったことは、実は国際社会から批判

を受けたり、若者世代からも、去年のCOP27とかでも直接批判を受けたりしているんですけれ

ども、今まで進んできたことは、これ、過去の経緯もあるとして、まさに今後のビジョンとし

て、こういう1.5℃に整合しない途上国支援というものについてはどのようにお考えなのかと

いうのをお伺いしたい。そのことも踏まえて、それはJICAが決められることではなくて、多分、

国のまさに基本方針が決まっていないと動けないことだと思うんですけれども、こうした化石

燃料援助を減らしていくと、化石賞ももらっちゃったりしているんですが、そこの分野におい

て国の政策、目標はどうあるべきとお考えなのか、ぜひお伺いしたいと思います。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、三好委員、お願いいたします。 

○三好委員 ありがとうございます。皆様、説明ありがとうございました。 

 私からは森口先生と宮崎さんにご質問というか、あるんですけれども、まず森口先生、いろ

んな分野で研究をされてきているんですけれども、「いまいち政策に反映されていないな、こ

の研究分野」というのがあれば、やっぱり総合的なもので、そしてどんどん問題が進化してい

く中で、こういう研究は実はもうちょっと使われていいんじゃないかということがもしあれば

お伺いしたいなというのが一つと、あと、今すごく速いスピードで今までの蓄積された研究を

使いながら前を見ているわけなんですけれども、今まで政策をしてきて、その政策の結果とか、

そのようなことがやっぱりどんどん反映、科学をもって反映されるべきだと思うんですね。そ

のような仕組みに対してお考えがあれば、我々が政策をつくっていく中で、その政策がよかっ

たのか振り返りながらも来ているんですけれども、そのスピードを速くしなきゃいけないんじ

ゃないかという思いでご知見をいただきたいと思います。 

 あと、JICAなんですけれども、多分、人材育成ということを大きな核として全世界で活動さ

れていると思うんですけれども、やっぱり環境問題ってすごく広い、ただ一つの分野だけでは

できない中で、JICAの知見から、どのような形で人材をつくっていけばいいのか、今足りてい

ないのは分かるんですけれども、どういうことを、日本人としても現地の方にしても、どのよ

うな形で政策として支援できるかというのをもしあればお聞かせいただきたいと思います。お

願いします。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、山口委員、お願いいたします。 

○山口委員 ありがとうございます。 
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 大体、委員の皆様方から質問が出ているので、ほぼ重なっているんですけれども、JCLPの三

宅さんには、ぜひ、再エネが買いたいのに買えないというような実情が生まれてきているとい

うことがありました。重なりますが、何が問題なのか、何をどうすればいいのか、それをこの

環境基本計画の中にどう反映していけば物事が進むのか、そこを伺いたいと思いました。 

 それから、栃木県さんが非常に細かく書いてくださっているのですが、最後の10ページ目の

ところで、期待することのところで書かれておりますけれども、まさに日本の地方ってどこも

人口減少、高齢化が深刻だと思うんですね。そのときに、このエネルギーシフト、転換が行わ

れていく中で、私は、再エネを進めていくことは、ある程度地域の雇用を促したり、地域でエ

ネルギーをつくることということで、お金の循環も少し変えていくというメリットも生まれる

と思うんですが、その辺りはどのようにお考えになっているのか伺えればと思います。 

以上です。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 オンラインでご出席の委員、3人、ご質問をご希望ですので、順次ご発言いただこうと思い

ます。 

 それでは、まず亀山委員、お願いいたします。その後、大塚委員、竹ケ原委員とお願いしま

す。 

 すみません、亀山委員、お願いいたします。 

○亀山委員 亀山です。ありがとうございます。1点だけ、栃木県庁の野中様に、運輸部門に

関して2点ご質問があります。 

 1点目は、宇都宮ライトレールの件でございます。あのようなインフラ整備は二酸化炭素の

排出量削減のみならず、地域の振興に役立つというふうに注目しておりますけれども、やはり

中長期的に見たときには、人口減など、地域の負担ともなりかねないというような懸念もある

中で、どのように、うまく導入できたというふうにお考えなのか、それをほかの地域が参考と

する上で、もし追加のご説明があったら伺いたいと思います。 

 また、2点目は、同じ運輸部門の排出量に関する部分なんですけれども、栃木県さんの特徴

として、トラックの運輸の、物流の拠点となっている。それで、そこからの排出量が多いとい

うような事情を伺ったことがあります。このような排出量というのは、県の施策ではなかなか

排出量削減には至らないというような困難性が伴うと思いますけれども、そのようなタイプの

排出量に関して、環境行政、環境基本計画で、もし何か施策を導入することによって改善がも

たらされるようなことがあるようでしたらご提言をいただきたいと思います。 
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以上でございます。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、大塚委員、お願いいたします。 

○大塚委員 お世話になります。栃木県さんに二つ、JCLPさんに一つございますけども、栃木

県さんについては、今、亀山委員が聞かれたことに関連しますが、LRTについては私も注目し

ていますが、先ほどの亀山委員のご質問と加えて、地域の負担ということに関連すると思うん

ですけども、栃木県だからできたというふうに言っている人もいるので、ただ、ほかのところ

にも波及していったほうがいいと私自身はもちろん思っていますけども、栃木県のどういう特

色がLRTを導入するときに役に立ったかみたいなことを、もし教えていただけると大変ありが

たいと思います。 

 それから、もう一つは、スライドの10ページのところのEVシフトによってエンジンの部品の

大手工場の撤退などが大きな問題ということですけども、これはさっき井田委員が聞かれたこ

とも関係するかもしれませんが、この移行のところで、何か環境政策との関係で要請がもしあ

れば、単なる補助とかという話ではないと思うんですけども、あれば教えていただきたいと思

います。 

 それから、JCLPさんについては、非常に前向きなお話をしていただいてありがたいと思いま

すが、10ページのシステムチェンジの関係で、GX推進法は一応できたのですが、それとの関係

を含めた何か新しく変えるべき点とかということを、もしお話しいただけたら大変ありがたい

と思います。 

以上でございます。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、竹ケ原委員、お願いいたします。 

 竹ケ原委員、聞こえますでしょうか。 

 もし声がうまくお出にならないようでしたら、音が聞こえない。 

 すみません、音のトラブルのようです。ちょっとこちらの音が届いていないというようです

ので、お答えをいただくわけにはいかないですね。 

○田中委員 チャットに書いてもらえれば……。 

○高村部会長 そうなんですが、こちらのご回答が聞こえない構造に今なっているので、ちょ

っとお待ちいただいていいでしょうか。 

 分かりました。 
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 それでは、申し訳ありません。オンラインでご出席をいただいている委員のところに音が届

いていないということですが、申し訳ありません、時間の関係がございますので、今、事務局

で対処していただいておりますが、YouTubeの配信のほうは問題なく聞こえているということ

です。したがいまして、申し訳ありません、竹ケ原委員の質問については少なくとも後でいた

だくとしまして、ご回答を各団体からお願いをしたいというふうに思っております。 

 かなり多くのご質問が出ておりますけれども、他方で、共通したご質問もあるかと思います。

大変恐縮ですけれども、ご回答のほうも簡潔にお願いできると大変助かります。 

 それでは、まず、最初に国立環境研究所の森口理事からお願いできればと思います。 

○森口理事 ありがとうございます。多数のご質問をいただきありがとうございます。 

 なかなか国立環境研究所全体としてお答えするというのは難しいものですから、第一次環境

基本計画以来、関わってまいりました私見的なところも含めてになるかと思いますけども、お

許しいただければと思います。 

 まず、有村委員から、国際的なところで何か抜けていないかというお話がございました。

IPCC、IPBES、それから私も関わってまいりました国際資源パネルなども引用する形で非常に

包括的にお書きいただいていますが、あえて言えば、JICAさんに対する質問もありましたよう

に、途上国であるとか、そういったところとの現場の問題に関するところが、やや弱いかなと

感じました。実は私ども国立環境研究所も、歴史を振り返ってみると、一頃に比べると、アジ

アとの共同研究がちょっと減ってきているかなと思います。アジアは非常に経済成長していて、

もう援助の対象ではないというようなところになりつつあるのかもしれませんけども、国際的

な視点というところでは、少しその辺りが弱い部分があるかもしれないなと思いました。 

 それから、石田委員から、もう少し書いてほしいところというお話がございました。これ、

今のところもございますけれども、脱炭素、資源循環、あるいは循環型社会、それから生物多

様性という三つの軸の重要性は書かれておりますけれども、具体的にどういう問題で、複数の

視点のコンフリクトであるとか、あるいはシナジーがあるのかという、こういったところをも

う少し具体的に書いていくということが現場の問題の解決につながっていくのではないかなと

いう感じがしておりました。 

 井田委員からいただきましたセキュリティの問題、当然クライメートセキュリティは非常に

重要だと思いますけども、一方で、クライメートのセキュリティだけに特化すると、ほかのセ

キュリティがおろそかになってはいけないというところがあると思いますので、この辺り、非

常に重要ではないかなと思います。 
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 河口委員、最後のスライドに着目していただいてありがとうございます。実は、計画がある

かというと、これは構想と書いておりまして、まだ、そのようなものをこんなところで普通は

出さないんですけども、第5期中長期計画の、今3年目でありまして、中間年だから、もう自由

に議論をしろと理事長からトップダウンで指示が出てまいりました。4年目ぐらいになると、

もう具体的な計画が詰めに入るので、今、自由な発想でやるとこんなことがあるんじゃないか

と、我々はいろいろ情報提供をやってきたんですけれども、結局なかなか一元化して、ワンス

トップで国民がここを見ればいろんなことが分かるということになっていないから、そういう

ことを提案してみたらどうだろうかということで、今日、ポジティブなリアクションをいただ

きましたので、そういうリアクションをいただいたということをお伝えして、より具体的に詰

めていければなと思っております。 

 三好委員から、大変難しいご質問をいただきました。私ども、それなりにそれぞれの分野分

野では貢献をさせていただいているつもりなんですけれども、やはりなかなか難しいなという

のは、環境省単独で閉じない世界、他省さんとの間の分野のところをどうやって進めていった

らいいのか、あるいは、環境政策に限らず、SDGsのより広い、いろんなゴールと環境問題との

トレードオフみたいなものとか、あるいはシナジーみたいなところがありますので、そういっ

たところ、まだまだ我々も弱いところでございますけども、そういったところも含めて、グロ

ーバルなサステナビリティ、それから、日本国内の地域のプロスペリティ、さらに言えば、全

球規模の問題だけではなくて、やはり世界でも地域それぞれの問題があると思いますので、こ

れはもうJICAさんが一番お得意なところで、我々は力不足でございますけども、そういったと

ころも意識をしていかなきゃいけないかなと。ちょっと漏れ落ちがあったかもしれませんけど

も、時間が限られておりますので以上とさせていただきます。 

○高村部会長 森口理事、どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、JCLPの三宅共同代表からお願いできればと思います。よろしくお願

いします。 

○三宅共同代表 ありがとうございます。 

 私のほうから、いくつかまとめて、なるべく網羅させていただきたいと思いますが、まずス

ピードに関して。特に再エネのスピードに心配があると申し上げました。じゃあ、なぜそうな

っているのか、どこに課題があるのかということですけれども、一つは、やはり目標値の問題

があると思います。国として、どこまで行くつもりがあるのか。そこがやはり、マーケットに

対してきちんと明示できていないことが、投資をして良いのか躊躇につながっていると。他国
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は、高い目標を掲げて、ここまで行くのだということをマーケットに示しているところが非常

に大きな違いだと思っております。 

 もう一つあります。仮に野心的な目標が出たとして、または、今でも38％という目標が明示

されているにもかかわらず、今日現在、なかなか進んでいない、その原因の一つは、制度に対

するものもあろうかと思います。例えば、洋上風力はやりたいけれども、制度が整っていない

ですとか、太陽光に関しましては、まだまだできるのにグリッドに入れない、発電はできるの

に、系統につなげないのだったら意味がないということで、なかなか進んでいない、そういっ

た細かいところの制度設計がまだまだ現状に追いついていっていない。あとは制度の変わり方

が早過ぎて、それについていっていないというのが現状なのかなと、そういう声はたくさん聞

かれます。 

 システムチェンジに関するご質問、ありがとうございます。非常に大切なところだと思いま

す。何はともあれカーボンプライシングだと思っています。これはJCLPの総意として提言書に

も書いていますし、やっぱり一刻も早くこれを制度化してやっていく。もちろん一気に高い金

額を入れて、みんなを混乱させることが目的ではないです。ただ、早く始めないと、徐々に上

げていくという、少しずつ段階的でもいいのですけれども、今の予定ではその開始が2028年で

すよね。開始が28年で、そこから段階的に引き上げというのでは、あまりにもスピードが遅い

というのが私どもの考えです。何回も言いますけれども、何でこんなにスピードがと言ってい

るかというと、ほかの国が全部スピードを上げてやってきてしまっている、世界のスピードが

そのスピードになっている中で日本がこのスピードだと、そこで事業をやっている我々の競争

力に直接影響をしていくと。だとしたら、競争立地のいいところに事業は自由に出ていけます

から、じゃあ、日本から出て行くことが解なのかというような議論が出てきているというのが

現状です。もちろん環境基本計画にどこまで経済や競争力の話を盛り込むかという問題がある

と思います。とはいえ、そこも非常に重要なパーツであり、できれば書いていただきたいなと

いうのが我々の要望でございます。 

 最後に、国民運動への働きかけ、ありがとうございます。まさしくそのとおりだと思い

ます。企業だけではできないですし、今、政策と企業、それから、最後、やっぱり消費者の生

活スタイルも入ってくるかと思います。これに関しては、JCLPのネットワークとしても働きか

けをしなければいけないと、分科会もつくってやっています。先ほど、異業種でこれだけたく

さんの企業が集まって意見がまとまるのですか、どういうふうにやっているのですかというご

質問がありましたが、基本的に、JCLPでは、会員は自社や自分の産業だけの話ではなく、日本
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全体の競争力をどういうふうに上げていくかということを主眼に置いて議論をしています。提

言も全てそのような考え方に基づいています。そのような考え方に賛同していただける方に参

加していただいています。その中で、分科会をつくって、分科会ではもう少し細かく、先ほど

言った消費者に直接関与するような分科会もありますし、再エネの分科会もありますし、EVの

分科会もあります。それぞれもう少し細かい視点でやっていく。分科会には、テーマに関係す

る企業だけが入ってやっているという形で運用しています。最後にもう一回戻りますけれども、

システムチェンジ、今、一番必要なのは、国全体が変わっていくことであり、それをなるべく

カーボンプライシングのような、徐々にでいいのですけれども、段階的に義務化を導入してい

ただく、その導入の開始をなるべく早く、それが5年後ではないことを祈りたいと思っており

ます。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 先ほど、まだ、申し訳ありません、オンライン参加の委員のところに音が届いておりません

が、最後にご質問を希望されていた竹ケ原委員から、栃木県さんのご報告へのご質問が一つあ

りますので、お伝えをしたいと思います。 

 市町村の取組を進める上で、特に広域で連携をさせる観点から、県の役割というのは非常に

重要だと思うと。今後の市町村への支援の在り方についてお考えがありましたら聞かせてくだ

さい。もう一つは、関連して、第六次の環境基本計画で今議論している中で、サーキュラーエ

コノミーやネイチャーポジティブ、資源効率性ですとか、あるいは循環経済、自然再興といっ

た統合的アプローチを打ち出していますが、この観点から、市町村への関与あるいは連携とい

うようなお考えがあるでしょうかというご質問です。もし可能でしたら、野中参事から少しい

ただければと思います。 

 では、お待たせいたしました。JICAの宮崎地球環境部次長からお答えいただけますでしょう

か。 

○宮崎地球環境部次長  

 様々なご質問をありがとうございます。まず、石田委員からいただきました具体的な取組、

第五次に対して何かあるかという点なんですけども、現在、案というか中間取りまとめを見さ

せていただいているんですけど、やはり国際的なイシューにおいては、ある意味、限定的な打

ち出しなのかなというふうには思っております。ただ、地球環境ないしは気候変動とかという

ことになると、もうこれは日本だけの取組ではなくて、地球規模ないしは世界における位置づ

けとして我々はどう発信するか、どうあるべきなのかということをしっかりと打ち出していく
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必要があり、それに応ずる形で我々の取組がより進めやすくなると思っておりますので、ぜひ

ともその辺りを前向きにご検討いただければありがたいなと考えております。 

 あと、井田委員からいただいたところで、Environmental SecurityだとかClimate 

Securityの中において、我々としてどのように考えているのかということだったと思いますが、

我々JICAでは、どちらかというと、中心に置いているところがHuman Securityだというふう

に考えております。その文脈において、他の課題ないしはイシューに対してどう取り組んでい

くのか、それでいかにハーモナイゼーションを生みながら事業を進めていくのか、トレードオ

フをいかにミニマイズしていくのかということが我々にとって問われていることかと考えてい

ます。その中で、もちろんEnvironmentalの話もClimateの話も出てくるというところで、総合

的に対応しながら事業を前に進めていかなければいけないというふうに考えております。 

 続いて、河口委員からいただきましたモーリシャスのご事例いただいたところなんですけど

も、我々、廃棄物の協力を進めるに当たって、概ね三段階で進めていくものと考えています。

我々は、クリーン・シティを目指していますが、まず、第一段階としては、やはり街の中から

一気にごみをなくすことが先決なのかなと。衛生的な観点においても、まずは人の健康をいか

に守るかということが、まず、第一段階と思っております。途上国においては、まだまだごみ

の収集率が50％以下の都市がたくさんあります。そういったところは健康にも多くの被害を受

けうるという報告もありますので、まずそれをなくすのが第一段階。 

第二段階としては、やはり経済が上がってくるとごみが多様化してくる、ごみの量も圧倒

的に増えてきますので、その対応をいかに効率的にやっていくかというところが問われるのと、

有害廃棄物も増えてきますので、その対応をいかに進めるかというところが第二段階になって

くる。 

第三段階になってくると、もうごみの関係者だけでは対応ができない問題で、いかに産業

界、先ほどもちょっとお話がありましたが、サーキュラーエコノミーの観点で、限られた資源

で我々、社会を回していくかということを、産業界及び市民の方々も含めながら、ごみを管理

していくかという段階に入っていくかと思っております。そういった中で、海プラの話という

のは非常に大きな問題でして、やはりごみがしっかりとマネジメントできていないからこそ、

ごみが海に流れていってしまうということで、我々のポリシーとしては、如何に海へ内陸から

ごみを出さないかを考えており、これは大阪ブルー・オーシャン・ビジョンでも掲げていただ

いている考え方に沿った形で事業をやらせていただいているような状況でございます。 

 そして、堅達委員からいただきましたマタバリのご批判も、我々も組織としては連日のよう
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に受けているものなんですけども、これは、基本的には、我々も国際的なルール、そして日本

政府の方針に従う形で事業を進めさせていただいているんですけども、それだけなのかという

と、そうではなくて、我々組織としても、いかに今後、気候変動及びサステナビリティを進め

るかということで、鋭意尽力させていただいているところで、今年度からサステナビリティ体

制というのもまた別途構築し、気候変動のみならず、人権だとか、ほかの対応も行い、サステ

ナビリティを組織として如何に進めるかということを前向きに考え、事業としても実施しよう

としております。それに加えて、気候変動においては、やはりパリ協定のフルアライメントと

いうことで、今後の事業においては、やはりパリ協定の考え方に沿った形で事業全てができる

ような形でやっていこうというような勢いで、今、組織的にも改善、改革を図っているところ

でございます。 

 そして、最後に三好委員からいただきました人材育成の方向性ということで、これはなかな

か難しいご質問だなと思って聞いておりましたが、我々、ある意味、階層というところも意識

しながらやっていかなければいけないと考えています。もちろん、ポリティカルなデシジョン

メーカーもあれば、技術者もいれば、住民に近い方もいらっしゃると思うんです。各階層で、

うまく彼らが持続的な形で、この知見、経験を、我々が共有するとともに、彼らが持続的に考

えていただけるような環境ないしは枠組みを創っていくということが非常に重要なのかなと思

っております。そういう意味で、この研修事業ないしは人材育成、一過性のものにとらわれな

いで、より長期間に対応できるような形で、我々は今システムの変更なども行いながら、研修

員ないしはカウンターパートとより長いお付き合いができるような事業を進めさせていただく

努力を行っているところでございます。 

 以上となります。 

○高村部会長 どうもありがとうございます。 

 それでは最後に、栃木県の野中参事からお願いしてよろしいでしょうか。 

○野中環境森林部参事 私のほうからも、たくさんのご質問をいただきまして、まず、ありが

とうございます。ある程度まとめてお話をさせていただければと思います。ちょっとうまく答

えられるかどうか分かりませんが。 

 まず、本日ロードマップのご説明をいろいろさせていただいたんですけども、ロードマップ

の目的自体がちょっとお話しできていなかったのでお話ししたいと思いますけども、当然、ロ

ードマップの目的の一つはCO2の早期削減、これは当然なんですけども、ほかに二つの柱がご

ざいまして、一つはエネルギーの域内循環、栃木県の系統電力の脆弱性というものを何とか解
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消したいと、域内循環にしたい。特に栃木県、産総研の方に聞いたんですけど、栃木県が年間

に外に払うエネルギー代金、5,600億円ぐらいありますよと。栃木県の県内総生産が大体9兆円

くらいなので、6％ぐらい外にエネルギー代金として払っているんだなと。これを何とかした

いと。それのためには、一つは再エネの積極的な導入というところに結びついているわけでご

ざいます。もう一つは、その再エネ導入等による産業の成長といいますか、カーボンニュート

ラルを目指すことによる産業の成長、この三つをロードマップの大きな目的として行ってござ

います。 

 そういう中で、ご質問いただいた一つに、家庭の削減目標が高いよと、どうするのというお

話がございましたけども、家庭の場合、今年度から、太陽光発電と、プラス蓄電池、つまり地

産地消、自家消費型の太陽光を積極的に栃木県は入れていきましょうということで、補助制度

を始めさせていただきました。かなり多めに取ったつもりですが、あっという間に補助金がな

くなってしまいました。当然、エネルギー価格の高騰問題も相まって、非常に好調だというこ

とで、財政が許す限り、これは増やせるのかどうか分かりませんが、増やしていかなくちゃい

けない部分なのかなと、今がちょうどそのやりどきなのかなというふうに思ってございます。 

 あと、ちょっと順番がばらばらになってしまうんですが、運輸部門についてのお話をいただ

きました。栃木県、人口当たりの自動車保有台数が非常に高くございまして、ほとんどガソリ

ン車がたくさん走っていると。大体130万台ぐらい栃木県は車が走っているんですけど、ほと

んどがガソリン車ということで、これをできればEV車、少なくともハイブリッドには、いわゆ

る電動車化していかなくちゃいけないということで、ここに力を入れてございます。 

 あと、森林の話をいただきましたが、栃木県は、カーボンニュートラルに当然、吸収源とし

て森林は大切でございます。栃木県の森林率は大体54％、県土の54％が森林でございまして、

大切な吸収源なんですが、残念ながら、ちょうど経済成長期に植えた森林は老朽化、老齢化し

ておりまして、ほとんど二酸化炭素を吸わない森林になってきております。今の課題は、積極

的な木材利用による伐採、間伐、皆伐再造林といいますか、森林の若返りが喫緊の課題となっ

ておりまして、そこに栃木県は力を入れてございます。 

 時間の関係もございますので、あと1点ぐらいですね。LRTの話を幾つかいただきました。私

のほうから答えたいところなんですが、これは宇都宮市さんの事業でございまして、あまり経

済的にとか事業採算性がというと怒られてしまいますので、あまり申し上げませんが、先ほど

先行地域、脱炭素先行地域に宇都宮市さんが選定されていると申し上げました。これはまさに

LRTを核にした取組でございまして、LRTのいわゆる電源を廃棄物の焼却発電、それに卒FITで
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回収した家庭からの太陽光発電電力、これでLRTを動かそうということでやっておりまして、

まさにクリーンな電力で走らせる。これを核に、交通網の整備はもとより、宇都宮市の経済を

発展させようという取組でございまして、栃木県も全面的にバックアップさせていただいてお

ります。 

 簡単でございますが、以上です。 

○高村部会長 どうもありがとうございます。 

たくさん、多くの質問に適切にお答えいただきました、ご報告をいただきました、あるい

はご質問にお答えいただきました、森口様、三宅様、宮崎様、野中様、改めて御礼申し上げま

す。 

 前半は以上で終了とさせていただきたいと思います。どうもありがとうございました。改め

て御礼申し上げます。 

（拍手） 

○高村部会長 こちらで少し休憩をいただきたくて、5分ほど、今13時21分だと思うんですが、

13時26分開始ということでお願いできますでしょうか。今、まだオンラインでご出席の委員の

ところに音がうまく届いていませんで、事務局で解決をしようとしていただいております。 

それでは、5分後に改めてお集まりいただければと思います。よろしくお願いします。 

（午後1時22分 休憩） 

（午後1時32分 再開） 

○高村部会長 それでは時間になりましたので、第2部、後半を始めてまいりたいと思います。

今、随分、事務局のところ、苦労して音声の調整をしてくださっていまして、オンラインでご

出席の皆様にもお声が届いているかと思いますけれども大丈夫でしょうかと言って、聞こえて

いなければ反応のしようがないんだと思いますが。 

 それでは、本日後半のヒアリングに、ご意見の交換会に移ってまいりたいと思います。後半

は、公益社団法人全国都市清掃会議、それから公益社団法人全国産業資源循環連合会、そして

公益社団法人日本水環境学会、一般社団法人日本林業協会に、こちらにお越し、あるいはオン

ラインで参加をいただいております。同じように環境保全等の取組状況、そして第六次環境基

本計画策定に関するご意見などを7分以内でご発表いただきたいというふうに思っております。

その後、同じように総合政策部会の委員の先生方からご質問をいただきたいというふうに思い

ます。 

 同じシステムでございますけれども、ご説明が始まりましてから6分経過した時点でベルを
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鳴らさせていただきます。残り1分以内でご説明をおまとめいただければと思います。7分経過

した段階で2回鳴らしますので、速やかに終了していただきますよう、ご協力をお願いしたい

と思います。 

 それではまず、最初に、公益社団法人全国都市清掃会議の金澤貞幸専務理事から、ご報告、

ご発表をお願いできますでしょうか。よろしくお願いいたします。 

○金澤専務理事 全国都市清掃会議の金澤と申します。声は届いていますでしょうか。 

○高村部会長 はい、金澤さん、届いております、ありがとうございます。届いていないです

かね。 

○金澤専務理事 声は届いていますでしょうか。 

○高村部会長 こちらには届いておりますけど、聞こえますでしょうか。チャットで確認して

もらっていいですか。 

○金澤専務理事 はい、こちらで聞こえております。 

○高村部会長 よろしくお願いいたします。 

○金澤専務理事 それでは、私のほうから説明をさせていただきます。 

 本日は、持続可能な社会の構築に向けた自治体における廃棄物処理の現状と課題と題しまし

てお話をさせていただきます。 

 次のページをお願いいたします。本日お話をさせていただく内容でございますが、全国都市

清掃会議の概要、2といたしまして、廃棄物をめぐる市区町村の役割と現状、3といたしまして、

廃棄物処理・資源循環における市区町村の課題と対応の方向性、4といたしまして、市区町村

における新たな取組の例でございます。 

 次のページをお願いいたします。1.全国都市清掃会議の概要でございます。一つ目の星印に

なりますが、全国の自治体、市区町村を正会員といたしまして、廃棄物に関連する企業、賛助

会員等が、市区町村の廃棄物行政が抱える課題解決のために組織する公益社団法人でございま

す。加入状況ですが、自治体が863団体加入しておりまして、参加自治体の人口を合計いたし

ますと約1億400万人、日本全人口の83％を占めている状況でございます。廃棄物に関連する企

業の賛助会員は59社となっておりまして、会長が横浜市の資源循環局長、副会長が大阪市の環

境局長、川崎市の環境局長、岡山市の環境局長、そして名誉会長が横浜市長、名誉副会長が川

崎市長、岡山市長となっております。組織といたしましては、全国7地区に協議会を設けてお

りまして、そのほか賛助会員協議会というものがございます。 

 次のページをお願いいたします。本会議の沿革でございますが、その歴史は古く、昭和22年、
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1947年に都市清掃協会として発足し、昭和51年、社団法人全国都市清掃会議として改組いたし

ました。そして、平成24年に公益社団法人として内閣府より認可を受けたところでございます。 

 次に、事業内容ですが、1といたしまして調査研究事業、2といたしまして普及啓発事業、3

といたしまして技術指導相談事業、4といたしまして適正処理困難廃棄物対策事業、5といたし

まして廃棄物処理プラント保険事業、6.その他といたしまして、環境省所管であります

D.Waste-Net等の一員として、災害対応等に当たっているところでございます。 

 次のページをお願いいたします。2の廃棄物をめぐる市区町村の役割と現状ですが、その役

割といたしましては、安全で安定した廃棄物処理の実施でございまして、生活環境の保全と公

衆衛生の向上のため、廃棄物の適正処理が自治体の重要な責務でございます。このコロナ禍に

おきまして、改めて国民の皆様に認識いただいたところではございますが、廃棄物処理は一日

たりとも止められない、国民にはなくてはならないエッセンシャルワークでございます。 

 その現状でございますが、1といたしまして廃棄物処理施設の老朽化がございます。令和に

入ってすぐのダイオキシン対策を講じたごみ処理施設の更新・建て替えの時期が現在来ている

ところでございます。2といたしましてはSDGsの達成と脱炭素社会の実現、3といたしましては

厳しい地方財政の状況がございます。そして、4といたしましては少子高齢化社会における廃

棄物処理の問題がございます。人口減少地区における収集効率の悪化や、高齢者によるごみ出

しの困難事例の増加が非常に増えてきているところでございます。5として、激甚化する災害

への対応でございます。 

 次のページをお願いいたします。3.廃棄物処理・資源循環における市区町村の課題と対応の

方向性でございますが、（1）安定した廃棄物処理を進めるためのインフラの確保でございま

すが、老朽化した施設の更新、施設の長寿命化に関しまして、引き続き国の財政支援が重要と

なってきております。また、廃棄物処理の広域化、施設の集約化のさらなる推進といたしまし

て、下の右のグラフを見ていただきますと、平成10年頃には1,700を超える焼却施設等がござ

いましたが、令和3年では1,000ちょっとというような状況で、施設は少なくなってきておりま

す。また、その左側の焼却施設の稼働年数の推移でございますが、現在令和3年では40年超、

そして31年から40年といった焼却施設が5割というように、老朽化が進んでいる状況でござい

ます。 

 次のページをお願いいたします。（2）廃棄物処理・資源循環における脱炭素化ということ

で、プラスチックリサイクルの拡大ということと、廃棄物発電に加え、廃棄物焼却から発生す

る熱の有効利用、そしてCCUSなどの新しい技術の革新がございます。プラスチック資源循環法
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に基づく製品プラスチックの分別収集がいよいよ始まりました。再商品化計画といたしまして、

認定実績として、仙台市をはじめ以下のとおりとなっておりまして、また、右の廃棄物発電の

総発電電力量をご覧ください。棒グラフが発電の電力量になりますが、令和3年に向けて右肩

上がりというような形になっております。現在、発電設備を有するごみ焼却施設数は全体の

38％ぐらい、令和3年、1万452GWhということで、この電力量は約250万世帯が1年間に使用する

電力量に相当いたします。250万世帯といいますと、福岡県の世帯数と同等というものが焼却

処理施設によるごみ焼却によって電力発電をしているところでございます。 

 次のページをお願いいたします。（3）の災害時の廃棄物対策として、大規模地震や豪雨災

害などに備え、平時からの災害想定の検討・訓練、災害廃棄物処理に関する地域間連携の確立

というものに取り組んでおります。左側の下の棒グラフをご覧いただきますと、災害廃棄物の

処理計画の策定でございますが、平成25年度では都道府県はゼロでございましたが、令和3年

度時点では、都道府県では100％、市町村におきましても72％が災害廃棄物の処理計画を策定

しているところでございます。右側の絵では、D.Waste-Netの一員といたしまして、本年発生

いたしました秋田市の豪雨災害に全国都市清掃会議として支援を行ったところでございます。

仙台市、福島市、郡山市、盛岡市、そして横浜市、川崎市から収集運搬の支援を行ってまいり

ました。 

 次のページをお願いいたします。4.市区町村における新たな取組の例といたしまして、プラ

スチック資源循環法に基づく、プラスチック一括回収・リサイクルに係る大臣認定、仙台市の

例をご紹介させていただきます。プラスチック資源循環法では、市町村が製品プラスチックを

含むプラスチックごみの再商品化計画を策定し、環境大臣及び経済産業大臣の認定を受けるこ

とで、自らリサイクルを行うことができる仕組みが新たに設けられました。仙台市では、全国

に先駆けプラスチックごみの再商品化計画を策定し、環境大臣、経済産業大臣の認定を受けま

して、容器包装リサイクル協会への委託によらず、図にありますとおり、民間リサイクル業者、

J&T株式会社と連携をいたしまして、回収したプラスチックごみを、同市内の施設におきまし

て選別からリサイクルまでの工程を一体的に行い、プラスチック製品の原料となるペレット等

にリサイクルを行い、また、これらを原料として物流パレットを製造しているところでござい

ます。 

 次のページをお願いいたします。 

○高村部会長 金澤さん、申し訳ありません。時間になっておりますので、まとめていただけ

ればと思います。 
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○金澤専務理事 はい。最後になります。4の市区町村における新たな取組の例の二つ目とい

たしまして、廃棄物処理におけるエネルギー活用の実証試験、横浜市の例でございます。図を

ご覧いただきますと、横浜市のごみ焼却工場である鶴見工場の排ガスから、三菱重工グループ

が開発した装置により分離・回収したCO2を東京ガスに輸送し、メタネーションに利用する実

証実験を開始したところでございます。なお、今後メタネーション施設以外へのCO2を活用す

るのを目指すとともに、回収業や輸送先など、CO2の流通、可視化に向けた検討を進めていく

ということで、脱炭素化に向けた新たな取組として大いに期待されるところでございます。 

 私からの発言は以上でございます。どうぞよろしくお願いをいたします。 

○高村部会長 金澤さん、どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、公益社団法人全国産業資源循環連合会の室石泰弘専務理事から、ご

報告をお願いしたいと思います。大変恐縮ですけれども、時間のほうの遵守にご協力いただけ

ればと思います。 

 それでは、室石様、よろしくお願いいたします。 

○室石専務理事 全産連の室石でございます。それでは時間もありませんので、2枚めくって

いただけますでしょうか。 

 全産連の概要ですけれども、中間処理、最終処分、収集運搬といった産業廃棄物処理業者を

下部会員として、直接の会員としては全国の47都道府県協会ということになります。会員企業

数としては1万5,000社程度となります。カバー率は、そこの表にありますように、中間処理で

約6割、最終処分が8割、収集運搬業が1割程度となっております。というような状況ですので、

中小企業が多いということ。それから、排出事業者から委託を受けて処理を行うのが産廃処理

業者ですので、指示に基づいて仕事を行うということで、なかなかこの排出量を減らすとか焼

却量を減らすということが難しいという構造的な状況があります。また、人手不足やドライバ

ー問題など、他業界と共通の問題に直面しております。 

 次、お願いします。排出量ですが、ここにありますように、環境省統計によれば、産廃の排

出量は漸減している状態です。種類としては汚泥が4割、動物ふん尿2割、瓦礫が16％程度で、

これは過去とほぼ同じ傾向だと言えると思います。 

 次、お願いします。最終処分量の推移ですが、漸減してきたんですが、ここのところ横ばい

状況かなという感じがいたします。再生利用量については、横ばいからやや減少といった状況

です。 

 次、お願いします。不法投棄の実態ですけれども、過去、平成9年とかそういったころに比
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べると激減したと言えると思いますが、最近では下げ止まっていると。つまりは、犯罪そのも

の、犯罪を行う人自体はなかなか撲滅することは難しいということかと思います。原因者は排

出事業者、無許可の業者であり、我々当然、会員は許可業者ですので、そういう意味では原因

者ではなくなってきているという状況です。 

 次、お願いします。それから、情報関係ということですけれども、電子マニフェストの普及

率が約77％ということで、10年前とかそういった時期と比べると、かなり上がってきていると

いう状態。また、近年ではSCOPE3への対応を求められるようになり、情報発信力というのが必

要になってきているということ。一方で、電子契約の普及率、これは昔アンケートをしており

ますけれども、約6割程度に普及がとどまっている、あるいは配車管理など、DX化による恩恵

が大きいと思われるのですが、なかなかまだ進んでいないという状態。また、リチウムイオン

バッテリーの火災などが問題ですけれども、例えば選別過程にAI検知を導入すると有効だと思

われますが、まだまだ研究が必要な状態ではないかと思います。 

 次、お願いします。温暖化の関係ですけれども、低炭素社会実行計画では、真ん中のほうに

ありますように、削減目標として、2030年度目標を2010年度比で10％削減ということで、世間

的に言えば、なかなか目標的には不満足な状況ではないかと思いますが、冒頭で申し上げまし

たとおり、指示に基づいて処理をしているという状況である関係で、こういったちょっと物足

りない目標になっておりますが、この辺りも今後の努力していくところではないかと思ってお

りますし、目標についても改定をしたいというような予定はございます。 

 次をお願いします。実際の排出量ですけれども、縦のスケールがちょっと貧弱なので分かり

にくいと思いますが、2018年ぐらいまでは、やや増加傾向でしたが、それ以降は減ってきてい

るという状態です。また、発電とか熱利用についても、過去の傾向を見れば次第に増えてきて

いると言えるのではないかと思います。 

 次、お願いします。また、焼却というのが、最大の排出元の一つなんですけども、廃油とか

廃プラがその大部分です。それで、下のグラフにありますように、プラスチック類の排出量な

どが伸びてきている。これは恐らく中国の輸出禁止などに伴うような関係もあるのではないか

というふうに思っております。 

 では、最後のページをお願いします。今後の業界の方向性ですけれども、プラスチックの国

外輸出の減少によって、国内で循環させるということが現在必要になってきているわけですけ

れども、焼却に回す量、そういったものをちゃんと再生のほうに回していく、動静脈の連携と

か地域内での循環を積極的に行っていくことが必要となっています。 
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また、資源循環の業界としても、積極的な設備導入や改造が必要ですが、中小企業も多い

ので、一方で、業界全体としては脆弱な体質があるということ。 

また、情報関係では、SCOPE3対応などが当たり前のようになってきている時代なんですけ

れども、算定方法も含めて手探りな面もあり、DX化もそれほど進んでいないという状態です。 

 一方で、コロナを3年間経験している我々としては、社会の基礎的な役割、エッセンシャル

ワーカーとしての役割を果たすことも期待されていると認識しています。どうしても焼却処理

をしなければならないものはそうだとして、CCSとかCCUSの実用化研究とか、ストレージ部分

の確保への公共関与を期待したいと思っています。また、最終処分量がなかなかゼロにならな

いという現実に対しては、最終処分場確保という非常に難しい事業にも、今後も取り組んでい

かなければならないと思っています。 

 また、先ほど一廃のほうからも、近年大規模災害が頻発するというお話ございましたが、災

害廃棄物は一廃なんですけれども、災害時においては、産廃処理業者が公共団体からの委託に

より分別や処理を実施するという現実になってきております。また、今後もその傾向は続くも

のと思われますので、産廃業者の災害時における役割も拡大していくと思っております。 

 今後とも、廃棄物の適正処理を基本としながら、脱炭素、資源循環社会の構築に取り組んで

いきたいと思っております。 

以上です。ありがとうございました。 

○高村部会長 室石様、どうもありがとうございました。時間厳守に協力いただき、どうもあ

りがとうございます。 

 それでは、続きまして、公益社団法人日本水環境学会の池道彦会長から、ご報告をお願いで

きますでしょうか。よろしくお願いします。 

○池会長 日本水環境学会の会長を拝命しております、大阪大学の池と申します。よろしくお

願いいたします。 

 1枚目に学会の概要がございますけれども、当会は1971年に日本水質汚濁研究会として設立

されまして、改称してございますけれども、一昨年に50周年を迎えたところでございます。活

動の目的といたしましては、健全な水環境の保全、創造への寄与というのを掲げてまいりまし

て、それに関連するような形で学術雑誌の発刊、それから年会、シンポジウム、あるいは市民

セミナーの開催などをしております。会員としては、今、2,000強でございますけれども、産

官学バランスの取れた構成となっているものと自認をさせていただいております。 

 次、お願いいたします。次に、最近の特徴的な本会の活動について挙げております。COVID-
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19がはやったところから、下水疫学の分野で、下水のモニタリングによってその流行を抑える

ことに貢献するタスクフォースをいち早く立ち上げまして、情報の発信なども心がけました。 

それから、2番目の、水環境健全性指標の開発というのは、環境省様とも連携しながらの事

業として、水辺環境を総合的に評価していこうという指標の開発でございまして、「みずしる

べ」というものを開発してきました。今まで水というのは、水質という点だけから、点的な情

報として評価されてきたところがありますけれども、それが影響を受ける生物というものを見

た生物指標で時間を加味した線的な評価、さらにそれと人間活動の関連性をつけたような面的

な評価ができる指標というものを提案してございます。 

 次、お願いいたします。50周年を迎えましたところで、学会として今後どういう方向に取り

組むんだということで、将来ビジョンというものをアクションプランとして掲げておりまして、

まだ具体化していないんですけども、六つの項目に重点をおいて今後の活動をやっていこうと

いうことを意思表明してございます。1番目として、水環境中の全ての物質循環を明らかにし

ようという試みをしながら、2番目のほうで、将来、持続的な水の供給ができるようなシステ

ム、開発技術をの研究していくという、学術的な方向を二つ設定しております。そういう成果

を生かしながら、3番目に書いていますような世界の水環境問題解決への貢献をする。それか

ら、4番目にありますような、我々の分野での新しい人材の育成に当たる。それから、5番目で

すけれども、社会的関心のあるような、緊急度の高いような水環境の問題についてはちゃんと

調査をして、すぐに情報発信していくと、そういう役割をしようという具合に考えてございま

す。それから、6番目に書いてございますように、水というのは、水ですけれども、実はエネ

ルギーやモノを運ぶキャリアでもあり、それから、もしかしたら人の文化というものも運んで

いくということから、水だけではないそういう異分野と連携していくということも非常に大き

なタスクとして掲げて、今後取り組もうと考えてございます。我々のアクションプランである

んですけれども、環境基本計画の今回の方針と関連するところがあるかと思いましたので、ご

披露させていただきました。 

 次、お願いいたします。ここに、今回、基本計画の中間取りまとめを読ませていただきまし

て、学会としてどういう意見を持つかということの要点を1枚で示しております。以降のスラ

イドでは、少し具体的な記述についても書いてございますけれども、時間の問題で、まずここ

でしっかりとお話しして、あとは時間のある限りでご説明します。 

 まず、方向性への賛同と書いてございますけれども、（取り纏めを）読ませていただいて、

非常によく練られたもので、この方向について学会として基本的に賛同の意を表したいと思い
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ます。特に、地域循環共生圏の創造というところや、それから環境施策の実施における政府、

市場、国民の共進化によるパートナーシップの充実・強化というところは非常に重要だと我々

は思っておりまして、こういうところを中心に賛同しております。 

 ただ、その上でもう少し書いていただければとか、あるいは、こういうところは考えていた

だいているのかなというところで3点ほどございます。まず、最初は循環というターム、言葉

です。この基本計画の中では、自然の大きな循環の中に人のリサイクルですとかの資源循環を

うまく組み入れて持続的な社会を形成するという概念はしっかり書かれているんですけれども、

言葉として何れも循環ということが挙がってくると、自然の循環か人為的循環かどちらなのか

なということがあるように思います。その二つの循環の概念を、しっかり区別しつつ強調して

示していただくような表現をいただくとありがたいかなというのが1番目の提案でございます。 

 もう一つは、産官学民の全セクターが保有するようなデータをうまく連携することです。先

ほど、産官学民連携という非常に重要なことを挙げていただいていることに賛同の意を示しま

したが、環境データというのはある種非常に曖昧なもので、いろんな目的で取られていて、持

続性のないものも少なくないですので、そういうものをうまく保管しながら共有するというこ

とが重要じゃないかと考えます。基本計画の中に、そういう記述があるといいなという具合に

一つ挙げております。 

 もう一つは、先ほど「みずしるべ」の話をしましたけれども、環境の評価指標というのが単

純なものではなくなってきているという認識があります。それについては我々も研究開発は行

ってはいますがまだ発展途上と思っていますので、そういう指標の更なる開発についてももっ

と国として取り組むことを提案したいです。それから、それをもってちゃんと環境の質を評価

していくことを明示していただくというのがありがたいかなと考えています。あとのスライド

を使って順次もう少し詳細に説明していきます。 

 次のスライドをお願いします。これは先ほど言いましたように方向性の賛同です。我々も、

共生圏の地域ごとにあるべき姿を構想しつつ、特に水環境の保全、再生、創出というものを目

指しておりますので、ある種の貢献ができるものと思っております。それから、パートナーシ

ップの件ですけれども、情報共有を図りつつ、異分野で連携しようというのを掲げてございま

す。ここもぜひ協力したいと思ってございます。 

 次、お願いします。これは取り纏めへのコメントですけども、先ほどありました循環という

言葉が、26ページの辺りに出てきていますが、少し自然の循環と人為循環が区別しにくいいう

のがございますので、修正を提案させていただきます。 
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 次、お願いいたします。次も同様に循環の話です。取り纏めの中には、再生可能エネルギー

や食料などの地域資源を最大活用しようと書かれていますが、そこにぜひ、特にこの循環が自

然循環の下に成り立っているということを強調していただくとありがたいかなということでご

ざいます。 

 それから、次、お願いいたします。パートナーシップの記述で、先ほど申し上げたデータ共

有のところは、この33ページに、パ入れていただければというようなことです。 

 最後のスライドをお願いします。これは、やはり先ほど申し上げた水指標についてですが、

44ページにあればいいのではないかという提案でございます。 

 少し時間超過しまして申し訳ございません。以上でございます。 

○高村部会長 池先生、どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、一般社団法人日本林業協会の島田泰助会長から、ご報告をお願いで

きればと思います。よろしくお願いいたします。 

○島田会長 一般社団法人日本林業協会の島田でございます。私どもの団体は、広く森林、林

業、木材産業関係の団体を会員としているところでございます。 

 森林、林業、木材産業分野における環境保全等への取組状況及び意見を申し上げさせていた

だきたいと思います。森林、林業、木材産業分野におきましては、森林の持つ多面的機能をし

っかりと維持、発揮していくために、適切な森林の整備・保全と、持続可能な木材利用、大き

く二つのこの取組を、官民を挙げて推進しているところでございます。本日は、現行の環境基

本計画が策定された平成30年以降の動きや取組を中心に説明させていただきたいと思っており

ますし、森林、林業、木材産業分野の取組について、次期計画でしっかりと取り上げていただ

くようにお願いをしたいと思っております。 

 1ページ目を説明させていただきますが、我が国の森林は国土の3分の2を占め、国土の保全、

水源の涵養、地球温暖化の防止などの多面的機能を有しておりまして、その波及を通じて国民

生活に多くの恩恵をもたらしているところでございます。また、右を見ていただきますと、国

民が森林に期待する働きについては、災害防止、温暖化防止、水源の涵養などといった公益的

機能が常に上位にあった中で、近年、やっぱり木材利用の環境貢献という観点からか、木材生

産機能にも再び注目が集まってきている状況となっています。 

 2ページ目をお願いいたします。森林、林業、木材産業は、異常気象等に伴う山地災害など

の増加、労働力不足、国内新築住宅市場の縮小、低迷する木材価格を背景とした森林所有者の

経営意欲の低下など、いろいろな問題に直面をしています。これらの課題に対応し、2050年カ
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ーボンニュートラルにも寄与するように、これにありますように、伐って、使って、植えて、

育てるという森林資源の循環利用のサイクルをしっかり維持していくことが重要と考えている

ところでございます。 

 3ページ目をお願いします。森林資源の循環利用のサイクルをしっかり回していくためには、

川上側では適切な森林の整備と保全、川中、川下側では持続可能な木材の利用、この取組を車

の両輪として進めていくことが重要だと思っています。左側の、適切な森林の整備・保全につ

いては、まず多様な森づくりを進めていくとともに、主伐後の確実な再造林にも取り組んでい

るところでございます。2番目にございますように、原生的な森林生態系や、希少な生物が生

育、生息する森林などについては、生態系の保全、保護、復元などに取り組んでいます。また、

3番目にございます所有者が自ら経営や管理ができない森林につきましては、平成31年4月に始

まった森林経営管理制度を活用し、市町村が主体となった経営や管理が進められているところ

でございます。 

 右側は、持続可能な木材利用でございますけれども、林業や木材産業の各段階における低コ

スト化を進めつつ、中高層建築物の木造化、木材のマテリアル利用など、需要拡大などにも取

り組んでいるところでございます。そして、2番目のところにございますように、森林の違法

伐採についても、平成29年に施行されたクリーンウッド法に基づき、合法性の確認された木材

の流通や利用の促進に取り組んでいます。さらに、木材の利用促進に向けた機運を醸成するた

め、国民運動として「木づかい運動」、「木育」などを展開しています。 

 次のページをお願いします。持続可能な木材利用については、我々にとって、特に今、関心

の高い問題でございます。我が国では、左にございますように、本年5月クリーンウッド法が

改正されまして、川上・水際の木材関係業者による合法性の確認等の義務づけが措置されたと

ころでございまして、取組が強化をされております。また、本年、我が国で開催されましたG7

広島サミットでは、首脳会合、関係閣僚会合を含めまして、複数の成果文書に持続可能な木材

利用が記され、国際的な関心が高まっていることが感じられると思っています。 

 こうした一方で、実は、我が国におきましては、山元の立木価格が低迷していることを受け

まして、主伐期に達した後、皆伐をされた森林の3割しか再造林がされていないという現状が

ございます。再造林の確実な実施のための取組が今、強く求められていると我々は考えていま

す。 

 次のページをお願いいたします。こうしたことを受けまして、字がちょっと小さいのであれ

ですけれども、昨年の6月、林業、木材産業に関わる中央7団体が、連名によりまして、国産材
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の安定供給体制の構築に向けた共同行動宣言2022に署名をいたしたところでございます。森林

所有者が経営意欲を持って林業生産活動に取り組める立木価格、立木の価格を、価格水準を念

頭に、生産流通体制を築くということを最重要課題とさせていただいています。我が国の森林

が、循環利用のサイクルを維持して健全な姿で次世代に受け継がれていくためには、伐採をし

た後は必ず植えていくことが必要不可欠な条件でございまして、そのため、森林所有者が経営

意欲を持ち、責任を持った山づくりに取り組んでもらえるような条件づくりに、林業以外の分

野の皆さんと連携を図りながら取り組んでいくことが必要だと考えています。そのため、我々

関係団体においては、林業関係者への働きかけとともに、持続性の担保された木材の利用を国

民的な動きとしていくための活動に取り組むことといたしています。持続可能な木材利用は、

国際的に見ても、もう避けて通れない課題となってきていると考えています。引き続き、国や

地方公共団体、森林、林業、木材関係者が一体となりまして、適切な森林の整備・保全等、持

続可能な木材利用が推進できるよう努めてまいりますし、グリーン成長に向けて取り組んでま

いる所存でございます。 

 私のほうからの説明は以上でございます。 

○高村部会長 島田様、どうもありがとうございました。 

 それでは、前半同様ですけれども、ご質問がある委員の皆様、会場の方はネームプレートを

立てて、Web参加の委員は手挙げ機能で、あるいはチャットでお知らせをいただければと思い

ます。これは前半でも既に申し上げましたけれども、この意見交換会の趣旨は、ご発表いただ

いている団体の様々なご意見、お知恵を引き出す質問をするというところにポイントがござい

ますので、それぞれの団体へのご質問をお願いしたいというふうに思っております。できるだ

け、やはり多くの委員、先ほども随分多くの委員からご発言、ご希望がございましたので、ご

質問につきましては簡潔にお願いをしたいというふうに思います。 

 それでは、先ほどと同様にお願いをしようと思いますけれども、まず有村委員からお願いい

たします。 

○有村委員 ありがとうございます。最初に、池先生にご質問がございます。経済学者として、

ご指摘にあった、データの利用の可能性をもっと拡充すべきだというご指摘が非常に同感する

ところでございます。そこで、具体的に例えばこんなデータについて事例があるとかというこ

とについて、あればお伺いしたいということと、連続性の課題という記述がありましたので、

それに関して少しご説明をいただければと思います。 

 それから、ほかの3団体につきましては、環境基本計画に対するご意見というのがなかった
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ようですので、もしあればそれを教えていただきたいなということと、具体的に言いますと、

林業協会の島田会長様には、質問は、木材利用は非常に今、注目を浴びているんだというお話

を伺いました。一方、私はカーボンプライシングの研究をしていて、吸収源としてのカーボン

クレジットというので森林も注目を浴びているところがありまして、この二つの間の関係性は

どんなふうになっているのかなという、補完するのか対立するのかというのがちょっとあれば

教えていただきたいと思います。 

 それから、最後になりますが、室石様に質問がございます。産業廃棄物の業界でもCCUSに取

り組み始めたといったようなところで伺いましたけれども、これは多くの処理施設でできるよ

うなものなのか、それともかなり規模の大きいところでないと実行ができないのかという辺り

について教えていただければと思います。 

以上です。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは続きまして、武内委員からお願いできればと思います。 

○武内委員 私からは二つ質問をさせていただきたいと思います。 

 一つは日本水環境学会の池先生に対して、この資料の6ページ目に、「L6の「循環」は人間

活動や自然のプロセスを包括的に捉えた循環と考えられ、L12の「循環」は「物質循環」など、

別の表現を用いてはどうか」という、これはまさに、そのことについては、これまでいろいろ

と議論をして、もともと循環という言葉に、いわゆる物質循環だけではなくてエネルギー循環

も入っているのではないかというところがそもそもの議論のきっかけで、そして今回、第六次

では、そういう人工物の循環だけではなくて、自然循環と、それから人工物系の循環の、統合

的な捉え方をしたらどうかというので今日に来ているわけですね。したがって、まずL6の循環

については、これは自然人工循環系みたいな言葉で表現してもいいかどうか。それから、L12

は、物質循環に加えてエネルギー循環と、この二つが存在するという捉え方で問題ないかどう

か、このことについてご意見をお伺いしたいと思います。 

 それから、2番目には、日本林業協会の島田会長にお尋ねしたいと思います。今日の話の中

で、再造林するインセンティブがなかなかないということ、お話があって、私もそれは大変大

事な問題、そうでないと、これは炭素循環としてもうまく回っていかないということがあるわ

けですけれども、この問題の根本は、違法伐採を含む海外からの木材の過度の輸入、これが、

国内の林業の言わば経済的な価値をむしろ非常に低くして、その結果として再造林に回すだけ

のそういう余力がなくなっているという状況があるんじゃないかということで、これは日本だ
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け見ていてもなかなか問題解決にならなくて、そういう意味で、特に東南アジアを中心とした

地域との間の木材のやり取り、そして、それにおける言わば違法性の問題等々について、ある

いは国際的な循環の持つ問題点というようなことで議論する必要があるんじゃないかと思って

おりますけれども、そうしたことについてのご意見を伺いたいと思います。 

以上です。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、豊岡委員、お願いいたします。 

○豊岡委員 ありがとうございます。簡潔にお願いしたいと思います。 

 まずは廃棄物について、これは一廃と産廃、両方と、環境省へも要望がございまして、一廃、

産廃とも、なかなか減らすインセンティブが働きにくいというような状況であるというのは、

これは仕方がないと思います。一方、減らさなくてはいけないということと、CO2の削減も課

題であるということが、非常に努力に限度があるということで、私たちも、廃棄物になる前の

資源利用みたいなことを、非常に相談を受けることがございまして、特に木質ですね。木質は

利用がしたいというようなことを言われるんだけれども、廃掃法に係って、それがなかなか燃

料として使いづらいと。そして、一廃なのか産廃なのか、一廃として市町村が管理するルール

があり、産廃として県が管理するルールがありということで、非常にまたがって調整が厳しい

ということがございますので、そこのポテンシャルなんかも全然データとして出てこないとい

うようなこともございまして、もっとそういうデータを、ここのごみの中にどれくらいのエネ

ルギーへのポテンシャルがあるのかということをお示しいただきたいというふうに思います。

特に、これは熱利用とかいう電気の施設による生み出す熱、施設から生み出される電気という

ものは徐々に増えてきているというようなお話がございましたけれども、これのポテンシャル

も、私ども、熱利用として、これは乾燥に使いたいとかいうニーズがあっても、全然データと

して分からないというようなところがございますので、そのようなデータが施設ごと、または

市町村ごとに分かっていれば、何にどのように利用できるかというような利用計画が立てやす

いということがございますので、そういう方向には行かないものかという、規制も含めて、も

う少し、ごみ、廃棄物を資源として扱えるような可能性を、ぜひ、感想というか所感を含めて

お伺いしたいなということでございます。 

 それと、水のほうも同じでございまして、水にもいろいろな側面があると、環境だけではな

くて、資源として上水、中水、下水という概念もあると思うんですけれども、私たちも建物等

やっていると、熱の暖房とかもやっていると、熱媒体としての水とか、中水としての利用が非
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常に曖昧で、なかなかそれが進まない。これを進めるために何かアイデアがあったら、それと

も可能性が本当にあるのかどうか、これはかえってコストがかかって、非常に中水利用が難し

いのかというようなところも、ぜひちょっとお伺いをしたいなと思います。 

 それと、島田会長様にも、森林です。これは、本当に日本の大きな課題と私どもは捉えてお

りまして、バイオマスを事業としてもやっておりますので、ただ、里山のほうと、林業として

の山というのを、もっと両輪でやっていかないと、この多面的機能とか、日本へのCO2の吸収

源としての森林という機能が果たされないと思いますが、なかなか広葉樹、里山というところ

の利用が全く進んでいないし、政策もないということ。それと、未利用材というか、端材だっ

たり枝葉だったり、マテリアル利用ができないところの資源、これも、利用ができれば相当利

益としても、エネルギー利用することでの副次的な効果、山にお金が落ちていくというような

こともあると思いますので、そこのちょっと意見をお伺いしたいと思います。 

以上です。 

○高村部会長 ありがとうございます。申し訳ない、15分ぐらいビハインドしていまして、申

し訳ないですが、質問を簡潔にお願いできればと思います。 

 石田委員、お願いいたします。 

○石田委員 既に有村委員から質問が出ていますが、この前のグループにもお願いしましたが、

今回のヒアリングは、第六次環境基本計画に不足している点があれば、水学会からは既にあり

ましたが、具体的なご意見をお伺いしたいということだと思いますので、そのご意見をいただ

きたい。林業に関しては、私個人としては産業化されていないのが最大の問題ではないかと思

います。林業に従事されている方のほとんどが、月給制ではなくて日雇で働かれており、これ

ではなかなか活性化できないと思います。ですから、例えば林業が産業化されるためには何が

必要であるかとか、林業の問題点と、その具体的に解決する方法とかとをここでお聞かせいた

だくといいと思います。よろしくお願いします。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 河口委員、お願いいたします。 

○河口委員 ありがとうございました。まず、最初に、金澤専務理事と室石専務理事にお伺い

したいんですが、どちらもエッセンシャルワーカーという考え方がどんどん出てきたよねとい

うことなんですけれども、これから人口が削減する中で、どう考えてもエッセンシャルワーカ

ーの成り手というのは減ってくると思うので、都市清掃ですと、公務員ということで少しいい

のかなとは思うんですけれども、やはり厳しいのではないかと。これを、どのように人員を確
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保するのかと。そういうところで環境政策みたいなものが生かされる可能性というのがあるの

かなということについて、もしアイデアがあればお伺いしたいと思います。 

 それから、池会長には、最近、水というよりブルーカーボンみたいな、そういうキーワード

がどんどん出てきていて、そうすると、水学会と言われるのとブルーカーボンと言われるので

切り口が違うんですけれども、どちらも水が大事だということなので、水の循環という中で、

どうやってリンクしていくのかなと、どうやったらシナジーが出るのかしらということと、あ

と淡水利用ということで考えますと、これから世界的にどんどん淡水で利用できる水が減って

くるという話はよく聞くんですけれども、そういった危機感というのが一般の人にはほとんど

共有されていないと思うのですが、水全体を考える上でそれをどのように取り組んでおかれる

のかということと、あと、マイクロプラスチックが入っている水というのは、ある水の学者の

例えば言われていたのは、これは大気中にCO2があるのと同じぐらい重要な汚染であるという

ふうに言われている方がおられて、私は、はっと思ったんですけれども、こういった発信も大

事なのかなというふうに思いましたので、何かご意見があれば伺えればと思います。 

 それから、島田会長には、森林のカーボンの吸収源が厳しいというお話もあったんですけれ

ども、これから産業としてどう育成していくかというところで、生物多様性をどう生かせるの

かなという部分の戦略があればお伺いしたいなということと、FSCの認証がありますけれども、

こういったグローバルな認証と林業との関わりで何かアイデアがあればお聞かせください。あ

りがとうございます。 

○高村部会長 ありがとうございます。途中で少し質問が、音が途切れているという話があり

ましたので、ちょっと事務局から、今の発言について、チャットでフォローしていただければ

と思います。ありがとうございます。 

 それでは、堅達委員、お願いいたします。 

○堅達委員 最初の二つの団体は皆、サーキュラーエコノミーをどう実現するかということに

おいて、とても重要な役割を果たしておられると思うんですが、豊岡委員からもご指摘があっ

たとおり、現場ではやりたいと思っているのに、法律的な壁とかが整理がされていないことで、

せっかくやりたいという思いとか気持ちがあっても実現できないことがいっぱいあるというふ

うに各地方で聞いております。ぜひ、この2団体からは、現状で感じておられる法律的なボト

ルネックというのがどこにあるのかというのを、ぜひ端的に、ここを変えてくれたらもっとサ

ーキュラーが進むのにという、当たり前だけどここがネックになっているんだよというところ

を教えてもらえるとありがたいなと思うのが1点です。水環境学会様のほうは、この水という
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のが、私もコロナウイルスのときに、下水が非常にデータを提供しているということで、（そ

れを利用して）対策にもすぐ打って出られるということがあったんですが、今、環境DNAとい

うのが非常に注目されていて、あらゆる生物多様性のデータも含めて、まさに今の環境あるい

は自然の状況を示すバロメーターになるのが環境DNAと、割とつい最近出てきた研究分野だと

思うんですが、こういったところも、新しい環境基本計画においては、この後、重要な道しる

べになるのではないかと思いまして、「みずしるべ」も面白かったんですが、ちょっとその辺

りのお考えをお聞かせいただきたいというのが1点。 

 そして最後に、まさに森はこれから本当に重要な役割を果たしていくと思うんですけれども、

日本林業協会様のほうには、制度的にどこを変えたらやっぱり持続可能な木材利用というのが

可能になるのかという辺り。例えば、先ほどから出ているカーボンプライシングが、ちゃんと

できれば、こういった分野にもいい影響を及ぼすことができるのかとか、その辺り、林業のご

専門の立場から、新しい環境基本計画に向けての期待みたいなものをお話しいただければと思

います。ありがとうございます。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、三好委員、お願いいたします。 

○三好委員 ありがとうございます。皆さん、ご説明ありがとうございました。私からは絞っ

て、林業のご質問をしたいんですけれども、住宅もそうですけれども、やっぱりごみになって

しまうものが多い中で、木材の利用というのはいろんな分野で進出していたほうがいいなとい

うのは思っているんですけど、ご説明いただいた資料の中に、国民が期待する森林の働きとい

う中で、これの多くが、林業以外の森林で大きく役割を果たせるようなものが多いなというふ

うに思いました。 

 ご知見をいただきたいんですけれども、林業に特化していない森林の活用、これからの日本

の森林の道筋といいますか、理想をお聞かせいただきたいなと思います。よろしくお願いしま

す。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、山口委員、お願いいたします。 

○山口委員 ありがとうございます。私も林業のことで伺わせてください。日本の林業が行き

詰まっていて、木が高く売れないので、切りどきを迎えたいい木があるんだけれども、それを

持ち出せないという大きな問題になっていると思います。そういう中で、例えば、岡山県の真

庭市ですとか西粟倉村ですとか、それから静岡県の浜松市ですとか、いろんな取組をやられて
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いて、地域としてはうまくいっている地域もあるとは思うんですよね。そういう地域の努力に

よって、この問題というのは解決できるのか。いや、そうではなくて、もっと根本的なことに

立ち入っていかないと日本の林業というのは復活できないのか、その辺りの実情をぜひ、もう

少し伺えればと思いました。 

よろしくお願いします。 

○高村部会長 ありがとうございます。オンラインでご出席の先生方、今の時点ではお手が挙

がっていないように見えますけれども、もしご質問をご希望の委員がいらっしゃいましたら、

手挙げ機能ないしはチャットで教えていただけますでしょうか。 

 まだ、すぐには挙がってこないようですので、それでは、今、会場にご出席の委員からいた

だきましたご質問について、それぞれの団体からお答えをいただければというふうに思います。 

 それではまず、最初に、全国都市清掃会議の金澤様からお答えをお願いできますでしょうか。 

 金澤様、聞こえますでしょうか。 

○金澤専務理事 はい、聞こえております。 

 それでは、私のほうから回答させていただきます。順不同になります。よろしくお願いいた

します。 

 まず、木質廃棄物について、一廃なのか産廃なのかというようなお話があったかと思います。

木質の廃棄物につきましては、例えば剪定枝、そういったものであれば一廃ですし、建設廃材

であれば産廃と。逆に、木質だから一廃、木質だから産廃ということではなくて、出方によっ

て変わっていくということがございます。 

 また、ごみのエネルギー、熱利用、ポテンシャル、こういったお話もございました。ごみの

エネルギーとしては、基本としては、焼却する際に発生した熱をどう有効活用していくか、そ

れを活用して電気などに変えていくといったポテンシャルがあろうかと思います。そういった

ときに、私のほうでお示しした量なんですけれども、廃棄物発電ということで先ほどご紹介さ

せていただきましたが、この発電した電力量は約1万452GWhということで、この電力量は約250

万世帯が1年間に使用する電力量に相当する電気を発電しております。先ほども申し上げまし

たが、250万世帯と申し上げますと、福岡県の世帯と同等ということで、大きなものというこ

とでございます。しかしながら、発電設備を有するごみ焼却施設については全体の38％といっ

た状況でございます。今後、エネルギーとして、資源としてどう利活用していくかというのは、

この辺が鍵になっていくものかもしれません。 

 そして、CCUS、処理施設でどんどんできるものなのか、どういう規模が必要なのかといった
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お話がございました。CO2のCCUSは分離・回収、利活用ということになりますが、ある程度大

きな規模ではないと駄目だということもございますし、私が以前いた横浜市の例で申し上げれ

ば、やはり住宅地に近い焼却施設では分離・回収、利用というのは難しい。むしろ、京浜工業

地帯にあります、今回、鶴見工場というところは、やはり場所柄もよく、そこで分離・回収し

た施設を、すぐ近くにある東京ガスの施設で利活用できるのではないかという実証実験が始ま

ったということでございますから、処理施設の立地条件や規模というものが重要になってくる

かもしれません。 

 また、エッセンシャルワーカー、そして人口減の中でどうやって確保していくのかというよ

うなお話がございました。人口減の中で、やはりエッセンシャルワーカー、廃棄物処理に関わ

る人材の確保というのは、私どもも非常に危機感を持って注目しているところでございます。

私どもといたしましては、やはり人口減に対応できるよう、効率的、効果的な収集運搬という

のをまずやっていきたいというふうに思っていますが、そういった意味では広域化、集約化と

いうものが重要というふうに思っております。 

 また、サーキュラーエコノミーとして重要な役割を担っているというご意見の中で、法のボ

トルネックがあるのかというようなお話がございました。今回、プラスチック新法というもの

が昨年施行されまして、これまでの容器包装に加えまして、プラスチック製品も一括回収する

ことができるようになりました。そういったときに、やはり財源の問題というものが一番ネッ

クになってくる。法のボトルネックというよりは、むしろ、やはりリサイクル、収集運搬、処

理処分をしていくというのであれば財源が必要になってきますので、そういったネックがあろ

うかと思います。 

 最後に、計画に対してご意見はというようなお話がございました。これまでご議論されてい

る方向性、大筋は賛成しているところでございます。 

 以上です。ありがとうございました。 

○高村部会長 金澤様、どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、全国産業資源循環連合会の室石様、お願いできますでしょうか。 

○室石専務理事 ありがとうございます。音声がちょっと途切れたりしたところもあったので、

もしかして、拾い切れていないかもしれませんが、お答えしていきます。 

 まず、CCUSの部分、技術的な部分は、先ほど全都清さんのほうからお話があったとおりだと

思っておりますけれども、なかなか中小企業も多い産廃関係の焼却炉であると、規模も小さか

ったりもしますので、なかなか難しい面があろうかなというふうに思いますが、一方で、廃棄
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物処理施設が、工業地帯といいますか、そういうところにあったりする場合も多いものですか

ら、そういう意味で横の連携というか、CCUSのUの部分で横の連携とかが意外としやすいとい

う将来があるんじゃないかということも思っています。 

 それから、熱利用、木くずの関係のご質問がありました。単純焼却は、やはりなくなってい

くんじゃないかというふうに我々も思っておりますけれども、ただし、感染性廃棄物の処理の

ような、特殊なものの焼却処理というのは、ある程度残り続けることがあるんじゃないかと。

とにかく、資源循環、再生利用を進めていく中で単純焼却は減っていくというふうに思ってお

りますので、木くずについても、どんどん利用される方向になることで、焼却というのは減っ

ていくんだろうというふうに思っております。 

 それから、エッセンシャルワーカーをどう確保するのかという点は、ほかの業界と多分全く

同じなんですけれども、助成活用でいくのか、外国人労働者でいくのかとか、現実的にはそう

いう手段しかないんですけれども、環境行政にお願いするとすれば、こういう廃棄物処理が社

会を支えるという部分の魅力の発信をできるだけして、イメージアップをお願いできればなと

いうことがあるかと思います。 

 それから、今の廃棄物処理法の問題ということなんですけれども、これもかなり、過去さん

ざん議論されているところなので、かなりのところ、よくなってきているというふうに思って

おりますが、むしろ法ではない部分ですね。許認可を行う自治体が裁量という部分で求めてく

るハードルが非常に過去より上がっているような、そこが一番問題じゃないかなということを

思います。つまり、単純に条文とかに書いてあるものではなくて、プラスアルファで求められ

るものが昨今すごく増えてきているんじゃないか。そこが、一番ハードルが高いんじゃないか

なという気がしております。 

 もし足りない部分がございましたら、ちょっと音声が途切れたりして拾い切れなかった部分

もあるかと思いますので、ご質問がもし拾い切れていなければご指摘ください。お願いします。 

 ありがとうございます。 

○高村部会長 ありがとうございます。もし室石様の現在の第六次、この後の次の環境計画に

対してご要望があればというご意見が出ていたかと思いますけれども、それについて、もし何

かありましたら。 

○室石専務理事 基本、中間取りまとめの方向で、反対ということは全くありませんけれども、

脱炭素を基調として資源循環をとにかく強力に進めていくということに役立つ産廃業界である

べきだと、そういうことかと思いますので、よろしくお願いいたします。 
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○高村部会長 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、日本水環境学会の池会長、お願いできますでしょうか。 

○池会長 非常にたくさんあったので、抜けていたら申し訳ないんですが、まず有村先生のご

質問としてデータの共有の例をということでした。例えば、瀬戸内海でこの頃、貧栄養化して

漁獲が減っているといわれますが、その漁獲のデータというのは、もともと環境のために取ら

れたデータではなくて、その辺りの（環境問題として捉えての）共有がうまくできない部分が

あったりします。また、瀬戸内海は湾・灘ごとに水質管理をすべきと言っているのですが、大

阪湾のデータは大阪の自治体が取っているんですけども、自治体の予算がなくなったので途切

れたりとか、そういう面で連続性という部分でなかなかうまくいっていないことがあります。

また、カーボンのインベントリの計算などのときも、活動量やいろいろなデータを組み合わせ

て使う必要がありますが、この活動量は実は経産省のほうで多くとられていたりします。そう

いう意味では、非常に連携がしにくい環境データというのは非常に多いので、データ連携でき

るプラットフォームがあるといいなというのは考えているところでございます。 

 それから、武内先生のほうからありました循環という用語についてのご質問についてです。

私も実は薄々、専門に近い水循環においても感じていたんですけども、自然の循環、人為循環、

それからその両者が関わる里山、里海的循環、この三つを切り分けるのはなかなか難しいなと、

逆に今の議論から、思ったところでございます。あるいは自然人為循環という言い方をしてい

ただくと、もしかしたら里山的、里海的循環という概念が入りやすいのかなという気はちょっ

といたしました。 

 それから、自然の循環は、物質・エネルギーの両者を含めるかといったらそのとおりではあ

りますが、ただエネルギーというのは厳密には循環じゃないので、これは難しいんだなという

のは、本当に気づかされたところでございます。なかなか私のほうでいい言葉が見つかりませ

んけれども、エネルギーについても自然循環と称するというようなことを定義いただければい

いのかなという具合に思ったところでございます。 

 それから、豊岡委員のほうから、水の再利用において中水利用がなかなか進まないという話

があったんですけど、日本の場合は水が安いということによって、なかなか成り立たないので

はないかと個人的には思ってございます。逆に、水の中にある資源というものを取り出すとい

うことがブレークスルーになるのではとも考えます。私自身の研究では、下水処理場は、実は、

もしその下水処理場の中に入ってくる有機炭素を全部資源として回収すれば、下水処理場は全

くエネルギーを使わずに、発電所になる可能性があるというデータがあります。そういうこと
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を考えますと、実は資源を取り出す先として水を捉えれば、水に価値がついてくるんじゃない

かと思うのです。逆に、オーストラリアとかニュージーランドですと、Sewer Miningという

下水を水の資源として捉えると概念も昔からありますので、その辺り、日本の特性を考慮した

水の捉え方は我々も考えていきたいと思ってございます。 

 それから、河口委員のほうからありましたが、ブルーカーボンなど水と異分野との関りにつ

いてですね。これは、逆に言、研究者個々としてはかなり連携が進んでいると思いますし、い

ろんなところに情報の相手を探している状態です。それをもっと体系的にやるべきということ

で、我々学会もアクションプランの6番目で異分野の超連携という言い方をしています。また、

研究の分野だけではなくて、産官学民といいますけども、そういうセクター間をどう超えてい

くのかということも大事かと考えています。ここはできれば、そういうプラットフォームを国

がつくっていただけるとありがたいと考えます。環境、国際、教育というのは非常に分野・セ

クター連携的ですので、その辺りのプラットフォームがあるといいなと先ほど思ったところで

ございます。 

 あと、プラスチックの問題とか淡水化も、水分野の研究者個人としてはかなり研究が進んで

います。プラスチックも第一線級の研究者が既におられまして、市民セミナーなどでも情報発

信はしています。逆にどう取り組むのかというのは、国との連携という面が大きくなっていく

のかなという具合に考えてございます。 

 それから、堅達委員から環境的DNAという話が出ました。こういうところでそういう話が出

ると思っていなかったんですけれども、実は昨年の当学会の技術奨励賞というのが、環境RNA

によるモニタリング手法を展開している会社に対して授与されてございまして、やはり研究者

レベルでは、そういう研究は進んでございます。しかし、まだいわゆるフォルスポジティブ、

フォルスネガティブのデータが出やすいとの報告がありますので、さっきの「みずしるべ」じ

ゃないんですけれども、実際の生物を見て、それと環境DNA、RNAが出るのかということをもう

少し精査する段階にあるかと思います。それによって、もしかしたら将来は有用な生物モニタ

リング手法として生きてくる可能性があるなと思ってございます。 

 大体、以上かと思います。ありがとうございます。 

○高村部会長 池先生、ありがとうございました。 

 それでは、最後に日本林業協会の島田会長から、お願いいたします。 

○島田会長 たくさん質問いただきまして、ありがとうございました。この質問が多いという

ことは、林業に対しての関心が非常に高いということと、今の林業が抱えている問題というの



- 50 - 

 

が非常に根深いということの現れだと私は感じております。それぞれの質問について全部お答

えできるかどうか分かりませんが、極力お答えさせていただきます。 

 まず、最初に、武内先生、それから石田先生のほうからご指摘がございました、日本の林業

のほうにも問題があるんじゃないかという点です。産業化が進んでいないというような部分だ

とか、遅れている部分、こうしたことについては、私も否定はしません。しかし、今、大きく

日本の林業って変わっているというふうにして見ていただければと思っています。日本の山は

非常に育ってきていますし、機械化も進んできています。また、森林組合、それから素材生

産・造林等の事業体では、日給制から月給制に変わっているところも非常に増えています。そ

ういうような中でも、労働はきついですし災害の発生も非常に多いという、そういうようなと

ころは変わっていないので、これは直していかなければならない大きな問題と思っています。 

 また、武内先生のほうからお話がございました外材との関係ではないかという部分のところ、

過去はまさにそのとおりだったんです。海外、ここの、先ほどの国民が期待する森林の働きの

表で、木材の生産が一番下の9番に来ている1999年ぐらいですね。この当時というのは、自給

率は20％程度、一番低いときは18％ぐらいだったんです。ですから、もう市場において、国産

材が何を言っても市場価格は変わらない。外材の価格が全部を決めるんだ。だから、国産材を

扱う人たちは高いことを言ったら買ってあげませんよと言われてしまうというのが、これから

ずっと続いてきているので、山を扱っている皆さんたちの頭の中は、それがもう完全に定着し

ていると。もう時代は変わったんだということを、我々はまず林業関係者の皆さんたちに理解

してもらいたいと思っています。今、現実には、ウッドショックのときには、木材の製品の価

格は物すごく上がったんです。海外から来るものは高くて買えないというところまで来た、そ

ういうことがあったんです。現実に今、円安ですし、その当時の95年というのが、円高の一番

進んだときで、80円を切る段階まで来たんですけど、今もうそれの倍というところで円安が来

ているわけですから、国内の林業が競争力を持っても当たり前。でも、それが持てていないと

いう現実が大きな問題だ。そこは、僕は、いろんな皆さんたちの取組が悪いというんじゃなく

て、何十年という時間の中で駄目だと諦めさせている部分が非常に問題なんじゃないかという

ふうに感じているということです。 

 次に、有村先生、堅達先生のほうから、カーボンプライシングはどうなんだと。これは大変

我々も期待はしています。こういうような形でもって林業、また森林の後押しをしていただけ

るんだったら本当にありがたいというふうに思っています。でも、それだけでは僕は駄目だと

思っています。林業は産業として頑張って、それと併せてカーボンプライシングだとかの仕組
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みを利用していく、そういうような形で頑張りたいというふうに思っているところでございま

す。 

 あと、いろんな質問がございましたけれども、やっぱり里山と奥山を二分するような考え方

が必要なんじゃないかとか、生物多様性をどういうふうにしていくのかというようなご質問も

ございました。我々も、やはり日本の森林を見てみると、戦後植え過ぎたということはもう間

違いないと思うんです。皆さんそう思われていると思うんですよね。1,000万haの人工林がで

きていますけれども、この1,000万haの人工林全てが本当に適地だったのかどうかというよう

なことはあるものですから、我々はやはり林業でもう一回循環していくような山を対象に、き

ちんと林業で生活していけるような、そういうものをつくっていく。それ以外の部分は、生物

多様性だとかそういうものを重視した取扱いに、これは私が言っているわけじゃなくて林野庁

も言っているわけですけれども、そういうふうな方向が正しいんじゃないかというふうに思っ

ています。 

 そういうようなことの中で、これから進めていく形になろうと思います。その中で、河口先

生のほうからFSC認証と林業はどうなのかというお話がございました。これは非常に重要な問

題だと私も思っていまして、FSCとかPEFCとかという認証の制度そのものという形ではなくて

も、少なくとも、先ほど申し上げましたように、伐った後、植えられていないというような、

そういう森林については、応援しないと言ったらあれですかね、きちんと植えられていくよう

な、そういう森林について応援していただくような、そういう仕組みは絶対必要だと思います。

まさに熱帯林の荒廃のときに、このFSCだとかPEFCができたわけですので、今、日本はそれと

はちょっと違いますけれども、そういう植えられていないような状況が生まれていれば、それ

を後押ししていく、直していけるようなシステム、日本的なシステムを作ってもいいんじゃな

いかと私どもは考えていまして、議論をさせていただいています。 

 それから、あと堅達先生、三好先生と山口先生、それから、多くの先生からご指摘いただき

ましたけど、日本の林業の再生をしていくのには、制度を変えるべきなのか、どうするのかと

いうご質問があったと思うんですけど、まとめて答えさせていただきます。先ほど言いました

ように、やはり制度だけではできないんじゃないかと私どもは思っています。制度で、こうい

うふうにすべきだ、こういうふうにしなければ罰則をかけるみたいなことを言っていても、今

まで何もできてこなかったんですね。それはどこかに穴が抜けてできない。だから、我々はや

っぱり産業としてというか、取引の中で林業が自立していけるような、そういうものをつくっ

ていかなければならないんだと思っています。地域の取組なのか、全体の取組なのかというこ
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とを、山口先生のほうからもお話がございましたけど、地域ももちろん大事で、今、成功して

いる地域は一杯あります。我々も知っていますので。そういう取組は広げていけばいいんです

けど、先ほど申し上げました日本の森林、人工林って1,000万haあるんです。1,000万haあるこ

の膨大な森林を全部、地域的取組で立て直していけるのかといったら、そういうことはできな

いと私どもは思っています。やはり全国にわたるような根本的な対応を組み立てなければなら

ないんじゃないかというようなことを我々は考えているところでございます。「根本的なもの

って、それじゃあ何なのか」と聞かれると、それが分かっていれば私どもは林野庁にお話をし

ているんですけども、あんまり変なことを言うといけませんけれども、私はやっぱり、先ほど

来申し上げていますように、山側は山の持っている価値をもっと主張すべきだと思っています。

伐った後、きちんと植えて循環させているということの価値をもっと主張すべきだと思います。 

 先ほどもお話ししたように、今までの輸入材との関連の中で、木材の価格は絶対上げられな

いとみんな思っているんですけど、持続可能な木材と持続可能じゃない木材の値段が違ってい

ても、何もおかしくない。それはPEFCとかFSCの考え方ですし、そういうようなことを思って

います。 

 そこで、一つお願いがあります。我々はこの環境基本計画の中に入るのかどうか分かりませ

んが、日本の森林の問題を解決していくためには、都市部の皆さんたちに、やはりG7の中でも

言われているように、持続可能じゃない木材はもう使わないという時代が始まっていることを

認識していただき、日本の社会全体が、産業界の皆さんたちも、持続可能性が担保された木材

の活用へシフトしていくというような流れをぜひご提案いただければ、書き込んでいただけれ

ば非常にありがたい。もちろん林業界も頑張りますので、ちょっと言い過ぎたかもしれません

けれど、よろしくお願いします。 

○高村部会長 どうもありがとうございます。 

 まだいろいろ意見交換をさせていただきたいところではあるんですけれども、既に時間を超

過しておりまして、この辺で本日の意見交換会は終了とさせていただければと思います。 

 本日、特にオンライン会議、オンラインシステムでご参加の委員の皆様、発表者の皆様、シ

ステムのトラブルもありまして、大変ご迷惑をかけました。ハイブリッドでやることは難しい、

いつも痛感するところでありますけれども、ご迷惑をおかけいたしました。 

 それでは、予定していた議題は以上となりますので、本日の意見交換会はこちらで終了とさ

せていただきたいと思います。 

 それでは、最後に事務局から連絡事項をお願いできればと思います。よろしくお願いします。 
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○東岡計画官 皆様、長時間にわたりご参加いただきまして、大変ありがとうございました。

先ほど座長からもご指摘がありましたシステムの不具合で聞き取りにくかった部分につきまし

ては、議事録を作成いたしまして、また委員の皆様、本日ご出席いただきました皆様にご確認

いただき、またホームページでご紹介させていただければと思います。 

 また、次回の意見交換会につきましては現在調整中でございまして、決まりましたら委員の

皆様に通知をさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

○高村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、以上をもちまして、本日の意見交換会を終了といたします。本日はどうもありが

とうございました。報告者の皆様、ありがとうございました。 

午後２時４９分 閉会 


